
伊万里市黒川町にお
ける老化に関する長
期縦断疫学研究

16 18 長寿科学総
合研究

山田　茂人 VSRADを用いて112名の高齢者で得ら
れた海馬傍回の萎縮度ととMMSE,　FAB
および BDI評点との関連について
Spearman順位相関を用いて検討した。
海馬傍回内萎縮度（％）はMMSE(r=-
0.380, P<0.001)及びFAB　(r=-0.381,
P<0.001)と最も高い負の相関が認められ
た。MMSEは教育暦と海馬傍回内萎縮
度（％）に有意な相関が認めれたが、教
育暦と海馬傍回内萎縮度（％）の間には
相関は認めず互いに独立した因子であ
る

頭部MRI画像の病変が将来の知的機能
能低下に及ぼす影響を調べるために、
65歳以上の地域在住の一般高齢者の
頭部MRIを撮像し、105名について、その
12年後のmini mental state examination
(MMSE)を追跡調査した。その結果、ラク
ナ梗塞の存在はその後の認知症の危険
率が1.89倍になることが判明した。

VSRADにより得られたデータとMMSEな
どの知的機能検査のデータの分割分析
により、海馬傍回の萎縮による認知症の
診断の感度は50.0　％、特異度は
47.6％となった。尚、脳血管性認知症の
除外のためにラクナ梗塞(2+)群を除外す
ると、感度は71.5％となった。今後このよ
うな観点から認知症の診断のためのガ
イドラインつくりを進める予定である。

この研究は平成2年から住民活動として
始まったものであり、今日までずっと継
続されている。われわれも平成16年より
この活動に参加し、研究を続ける中で、
地域住民が自ら認知症予防活動を行う
ことの重要性を認識する手助けになった
と確信している。

平成19年2月24日に伊万里市黒川町で
市民公開講座「認知症って何」－認知症
の理解と予防についてー　を開催し250
名の参加があり、地域住民への啓蒙の
機会となった。
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生体の持つストレス応
答機能を利用した老
化制御、予防研究

16 18 長寿科学総
合研究

磯部　健一 １、アルツハイマーの病変形成に免疫系
のミクログリアが関与する。また、免疫系
はアルツハイマーの防御をしている可能

 性がある。２、CAGリピート病の発症にス
 トレス応答蛋白HSPは関与する。３、NO

ラジカルは動脈硬化を防御している。

アルツハイマー、 CAG リピート病、動脈
硬化の病態形成に細胞のストレス応答、
個体の免疫系と深く結びついていること
を動物モデル、細胞培養、分子レベルの
解析で明らかにした。これらの研究の発
展は病気の予防、治療に重要であると
思われる。残念ながらこれらの研究を発
展させる分野がないため、一旦研究を停
止せざるをえないが、今後、厚生科学研
究費にこれらの研究を発展させる項目

   ができることを強く希望している。

－ － 平成17年12月1日　長寿科学総合研究
事業成果発表公開講座　人の老化のメ

 カニズムと健康長寿の方策　ウイル愛知
これの開催は中日新聞に取り上げられ

 ている。１、沖縄の食生活と長寿文化に
 学ぶ　　鈴木信２、健康長寿達成のため

にー百寿者調査から超百寿者調査へー
 広瀬信義３、高齢者の認知症とうつ病
 小阪憲司４、老化と免疫　　　　磯部健一
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安全でおいしい新嚥下
補助食を利用した家
庭や介護施設におけ
る食事介助の在り方
に関する研究

16 18 長寿科学総
合研究

山田　好秋 摂食・嚥下障害を診断する上で食物の
捕捉から嚥下までの口腔運動と食塊動
態を明らかにすることは重要である。そ
こで健常者に食品を自由に摂取・咀嚼・
嚥下させ、口腔運動および食塊動態を
VFにて記録・解析した。舌が一口量の決
定および食物物性の認知に重要な役割
をもつことなど、多くの知見を得た。詳細
はOral behavior from food intake until
terminal swallow. Physiol Behav. 2007;
90:172-9.に発表し、高い評価を得た。

現状では嚥下困難者には多糖類を主と
する増粘剤が多用される。脂質もその物
性が嚥下に適しているがタンパクで構成
される食材はない。本研究では小麦に含
まれるタンパク（グルテン）を構成する2
つのタンパク、グリアジンとグルテニンの
配合比率を変えることでクッキーやうど
んが嚥下に適した物性に調整可能であ
ることを示した。この結果は、タンパクを
基材とした増粘剤の開発の可能性を示
しており、栄養学的にはもちろん、摂食・
嚥下障害者に多様な食材が提供できる
点で、専門学会で高い評価を得た。

介護保険施設の栄養士等を対象に実施
したアンケート調査を基に在宅介護者の
ハンドブック－基礎編－を編集した。「人
はなぜ食べるのか」「栄養のバランスは
とれていますか？」「食事の流れ」「食べ
るための体のしくみ：口の中」「食べるた
めの体のしくみ：口の周り」「食物の粉砕
（咀嚼）」「唾液の働き」「嚥下（飲み込む
こと）」「嚥下の順序」「上手に食べられな
い、飲み込めない」「どうすればよいので
しょうか？」「楽しい食事の場つくりをしま
しょう」という12の項目を図解したパンフ
レットを作成した。

マニュアル作成の基礎調査として実施さ
れた介護保険施設での食事介助調査結
果は、施設の専門職にも介護食に対す
る知識や用語に混乱があることを明らか
にした。特に、認知症の患者に対する食
介護の対応が大きく混乱していることが
明らかとなった。今後、咀嚼障害・嚥下
障害・認知症の程度に合った食形態の
あり方を整理し、介護食に関する用語の
標準化を行えば、施設間での食情報の
交換が可能となるだけでなく、食品メー
カーが摂食・嚥下障害食を開発する際に
大いに役立つと考える。

高齢社会を反映し、介護食の開発を希
望する食品メーカーおよび新潟県の食
品研究者より共同研究の申し入れが多
数あった。さらに、我々の指導の元で嚥
下困難者用食品を開発し市販に至った
例もある。新潟大学の中でも介護食に対
する認識が高まり、「食と健康」といった
キーワードで学際的な研究グループが
出来つつある。
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高齢者排尿障害に対
する患者・介護者、看
護師向きの排泄ケア
ガイドライン作成、一
般内科医向きの評価
基準・治療効果判定基
準の確立普及と高度
先駆的治療法の開発

16 18 長寿科学総
合研究

岡村　菊夫 難治性過活動膀胱や排尿筋収縮力低
下など高齢者に見られる排尿障害は、
現在ある治療では治癒が難しいことが多
い。一方、一般内科医の排尿障害診療
レベルが高くなれば、泌尿器科ではその
ような難治例を扱うことが増加すると考
えられる。この研究では、難治性排尿障
害に対する新規治療法を試み、Botoxが
過活動膀胱に有効であるなど一定の成
果を得た。また、高齢者を対象とした臨
床試験では判定基準のハードルを下げ
る必要があることが認識できた。

高齢者の排尿障害に対しては、人間の
尊厳」擁護、QoL向上、医療レベル向上
の観点から、①介護者・看護師が行う排
泄ケアの向上、②一般内科医の排尿障
害診療レベルの向上、③泌尿器科専門
医レベルでの新規治療法の開発が必要
である。本研究により作成された「排泄
ケアマニュアル」、「一般内科医のための
高齢者排尿障害診療マニュアル」はすで
に公表され、一定の評価を受けている。
平成19年度の研究で改訂作業がなさ
れ、特に後者のマニュアルはアウトカム
スタディーによりその有用性が確立され
た

高齢者排尿障害の分野では、今後、泌
尿器科専門医よりも介護者・看護師や一
般内科医の役割が大きくなると考えら
れ、ガイドラインよりも、現場ですぐに役
に立つようなマニュアルが有用であると
考えられる。本研究では、介護者・看護
師向けと一般内科医向きの2つのマニュ
アルが作成された。後者のマニュアル
は、高齢者排尿障害のキーワードでの
Google検索では、3番目にノミネートされ
ている。

排泄ケア向上に関するアウトカムスタ
ディーは、研究体制が整えることがたい
へんに難しい。その困難にも関わらず、
後藤は排泄ケアマニュアルを老人施設
へ導入してその有用性を確立した。今
後、このマニュアルを全国レベルで活用
することによって、本邦における実地の
高齢者医療のレベルアップが期待でき
る。

名古屋大学排泄情報センター、NPO愛
知排泄ケア研究会を主宰する後藤は、
平成16, 17年に市民公開講座「在宅での
排泄ケアを考える」、「肌ざわりから 考え
る排泄ケア」、「超高齢化社会の2大問
題！排尿障害と痴呆症について考 え
る」、「排泄する場を考えよう」を開催し
た。また、平成18年度に行われた ワーク
ショップ「介護保険：排泄ケアの位置づ
け」の記事が、1月9日付けの中 日新聞
に掲載された。
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ゲノム情報に基づくホ
ルモン補充療法合併
症の発症予測システ
ムの開発

16 18 長寿科学総
合研究

高柳　涼一 一般住民女性におけるプロテインＳ低下
や遺伝子変異の頻度を明らかにするとと
もに、プロテインＳと相関する新しいプロ
テインＳ遺伝子多型を同定した。マウス
プロテインＳ測定系を新たに開発し、マ
ウスでの妊娠や性ホルモン投与によるプ
ロテインＳ低下とそのメカニズムの解明
などを行った。マウスのプロテインＳ測定
の報告はこれまで例がなく、性ホルモン
によるヒトのプロテインＳの調節機構を解
明するうえで非常に有用なモデルと考え
られる。

ホルモン補充療法や選択的エストロゲン
受容体モジュレーター（SERM）投与を受
けている者を対象に血栓症や心血管疾
患発症を一次エンドポイントとした
prospective studyを開始した。
prospective studyの継続により、ホルモ
ン補充療法によるプロテインＳを中心とし
た凝固制御系への影響を介した血栓症
や心血管疾患発症への影響を明らかに
することが期待される。

現時点ではガイドライン等の開発へはい
たっていない。

ホルモン補充療法は欧米に比べてわが
国では普及率が低い。その理由のひと
つにホルモン補充療法に伴う副作用に
対する不安等が考えられている。しかし
ながら欧米人と日本人では副作用の内
容や頻度も異なるため、本研究を通じて
ゲノム情報に基づいた日本人のホルモ
ン補充療法でのテーラーメイド医療の指
針の確立に貢献し、またホルモン補充療
法に対する理解と普及にも役立つと考え
られる。

「プロテインＳ及びプロテインＣの活性測
定方法並びに活性測定試薬」の特許を
出願中である。またプロテインＳを含む
血栓性素因に関する研究成果について
ホームページ（http://www.med.kyushu-
u.ac.jp/cclm/tadasiikensai/kessennsoin.
htm）に掲載をおこなった。
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２４時間訪問介護・看
護の効果的・効率的な
実施方法の開発研究
―夜間・早朝の訪問看
護必要者の発見と提
供方法の標準化―

16 18 長寿科学総
合研究

村嶋　幸代 本研究の成果は、計画的な夜間・早朝
訪問看護の提供体制の構築方法を明確
化し、その提供効果を検証することがで
きたことである。近年、入院日数の短縮
化が進み、病院と同様に、地域において
も時間帯を問わず医療を提供する必要
性が高まっている。本研究は、今後さら
に必要性が高まると考えられる、地域医
療システムの充実に貢献し得る研究で
ある。

夜間・早朝の訪問看護の提供により、ス
ムーズな病院から在宅への移行、医療
依存度が高い患者を抱えた家族の不安
の軽減、誤嚥性肺炎のため再入院を繰
り返した者への在宅療養の継続等の効
果が見られた。夜間・早朝の訪問看護
は、近年課題となっている在院日数の短
縮やスムーズな在宅への移行に貢献で
きる可能性が示唆された。

現在は24時間計画的な訪問看護を提供
するステーションは全国的に少ないた
め、提供方法の蓄積が不十分である。そ
のため、ガイドラインの作成は急務であ
る。本研究では、夜間・早朝の訪問看護
体制を構築することで、夜間・早朝拠点
の設置場所、インフラ整備、訪問看護師
の確保、夜間・早朝訪問の申し送り方
法、サービスの質確保等について明確
化し、マニュアルとしてまとめた。また、
普及のためのパンフレットを作成した。

ワーキンググループには毎回4市と県の
保健師が出席し、その市での実施可能
性について検討した。現在の医療制度で
は実施が困難な点があることが明らかと
なり、24時間の訪問看護体制の構築は、
行政と協同して取り組む必要性があるこ
とが示唆された。

地域の関係職種（行政、医師会、社会福
祉協議会会長、民生委員、介護者の会
の会長など）を対象に、夜間･早朝の訪
問看護体制構築やその効果について報

 告会を行った。2006年2月10日の朝日新
聞で、本研究事業結果に基づいた、夜
間･早朝の訪問看護体制構築について
のコメントが掲載された（記事名：揺らぐ
在宅医療）
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自立と介助の両側面
からアプローチした
ベッドの開発

16 18 長寿科学総
合研究

井上　剛伸 患者の自立度を高める什器設計を目的
とし、覚醒度、生活動作、快適性の面か
ら科学的な根拠を得るための方法論を
確立した。また、現場での介助負担を調
査するため、動作に干渉せず、長時間身
につけたまま姿勢計測を行える計測装
置を開発した。本研究において開発した
これらの計測手法は、ベッド以外の機器
や生活状況においても、多くの応用範囲
が期待できる。

ベッド上での自立度の向上策として、覚
醒度、生活動作、快適性のそれぞれの
側面から最適な環境を提案した。また、
ベッド周りの介助負担について、現場で
の長時間計測および実験室内での詳細
計測を行うことにより、ベッドに対する要
求機能を提案した。これらの成果は、臥
床生活を送る高齢者・障害者の生活の
質の向上する根本的な解決策となるの
みならず、介助に携わる者の負担を軽
減し、ケアの質を高めるものである。

ベッド上において、快適性を維持したま
ま覚醒度を向上させる手法を示した。ま
た、介助人数やスペース、什器設定など
による介助負担の違いを定量的に明ら
かにし、それに基づいて介助負担を軽減
するための環境調整や介助方法を提案
した。さらに、現場での介助負担の長時
間計測により、負担が集中する時間等を
明らかにし、介助者の勤務体制の見直し
などを提案した。

ベッド周りの介助は福祉現場の多くの場
面で行われ、その介助負担の軽減方策
を明らかにしたことは、腰痛などの労働
災害の防止に有用な知見を提供するこ
とが可能となる。これにより、看護・介護
職の労働衛生問題の解決という行政課
題にむけても効果が期待できる。

本研究で開発したベッドについて、日経
産業新聞に以下の記事が掲載された。
 2006年2月14日　日経産業新聞009ペー

 ジ「介護ベッド開発用装置」慶大　快適な
 姿勢を調査
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高齢者の排便機能障
害評価法と尊厳の回
復に関する研究

16 18 長寿科学総
合研究

萱場　広之 排便は、便を排泄に適切な場所と時に
至るまで保持できることとその排出が要
点である。直腸肛門領域に注目すると、
便を排出する力として直腸収縮と同期す
る肛門の弛緩が重要であり、排便反射
がおこる前後での便の保持能も重要で
ある。本研究ではそれらの因子を評価す
る方法としてSaline enema test-
Fecoflowmetry連携法が高齢者にも適用
できる評価法として確立され、さらに新た
な病態として肛門管のUltra Slow Wave
に随伴する一連の症候群の存在が示唆
されるなどの成果が得られた。

排便機能障害を総体的に、簡便に評価
できる方法はなかったが、
Fecoflowmetryによって客観的評価法が
確立されたといってよい。いままで現場
に任せ切りであった排便ケアに、病態生
理に基づいた適切なケアを供給すること
が可能になることは成果といえる。さら
に、本方法によって直腸肛門機能、排便
能にさほど異常がないながら、臨床的に
は高度の失禁と判定されている例もあ
り、介護現場の人的、設備的要因も含め
た直腸肛門以外の要因の関与が浮き彫
りになる場合もある。

 「あきた街角トイレマップ」高齢者は無
論、若年者であっても排便機能障害に悩
み、それが生活や社会進出の妨げに
なっている場合が少なくない。たとえ、排
便障害があっても生活の場や社会基盤
の整備、さらにそれに関する情報を得る
ことで患者の行動範囲が広げられると考
えられる。我々は秋田市と周辺において
利用機会の多い街角のトイレ整備状況
を写真と地図、文章で解説した携帯の
「あきた街角トイレマップ」を作製し、一般

 に供した。

前述した「あきた街角トイレマップ」作製
に際しては、秋田市のNPO組織アキタバ
リアフリネットワーク、秋田オストミー協
会、秋田県庁、秋田市役所、をはじめ、
多くの商店街や官公庁関連施設の協力
を得た。現在、ハートビル法によって新し
い建築物には一定基準のトイレを設置
するものも増加しており、今後このマップ
の改定が軌道に乗れば行政・市民レベ
ルで徐々にではあっても成果が挙がる
のではないかと考える。

○秋田の地域的新聞「週間アキタ
（2006）年」に排便機能障害者への社会

 基盤整備の記事掲載○「メディカルトリ
ビューン誌(2007年3月8日)」に高齢者の

 排便機能障害に関する研究として報道
○秋田県医師会の公式雑誌「秋田医報
（2005年1234号）」に排泄問題に関する

 記事掲載○脊椎疾患による高度失禁改
善のための逆行性洗腸補助具の特許申

   請１件

3 4 4 0 8 0 1 0 6

入院医療と在宅ケア
の連携のあり方に関
する調査研究

16 18 長寿科学総
合研究

池上　直己 国際的に使用されているMDS-AC
（Minimum Data Set- Acute Care）の日
本での有用性を確認した。

本研究で開発した連携方式を実践する
ことにより、急性期病院では患者の悪化
前の定常状態を踏まえた入院時点から
のケアが可能となり、また居宅介護支援
事業所および療養病床・介護保険施設
では、退院時点からのケアを円滑に継
続することができる。

連携方式に用いる書類とその手順につ
いて「連携マニュアル」にまとめた。

なし なし 1 0 0 0 1 0 0 0 0

介護老人保健施設及
び介護療養型医療施
設における経営実態
及びマネジメント実施
状況に関する研究

16 18 長寿科学総
合研究

小山　秀夫 　介護老人保健施設の経営意識調査
は、介護保険制度改正、介護報酬改定
前後の経常利益の増減を独立変数とし
て、施設のマネジメントとマーケティング
の影響を統計的に観察したものであり、
経営学分野のマーケティング研究として
専攻業績があるものの、介護経営学分
野の業績としては初めての試みである。
ただし、結果的にみれば、老人保健施設
の経営はマーケティングが重視されてい
るわけでもなく、マネジメントも必ずしも十
分でないという知見が得られたにすぎな
い。

　マネジメントに関する研究であり、臨床
知見はない。

　なし 　介護保険改正後の行政上の大きな課
題の一つは、地域ケア体制構想と療養
病床再編であることは自明であるが、介
護保険施設の経営のマネジメントとマー
ケティングの観点からの行政的対応を行
わない限り、各地域で大きな混乱が予想
できる。そのため、本研究の結果から、
マネジメントとマーケティングを重視すれ
ば、療養病床を他の施設や事業に転換
しても経営的な問題が解消可能であると
いうことを明確化することが必要である。
そのための基礎的実践的な研究であ
る。

　ＮＰＯ法人介護経営学会と共同で、介
護経営、マネジメントに関する公開シン
ポジウムを行った。また、介護経営や介
護に関わるマネジメントについて、マスコ
ミの取材に応じており、少しずつではあ
るがインパクトは大きくなっていると考え
る。

0 0 0 0 0 0 0 0 1
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高齢者の社会参加・社
会貢献の増進に向け
た介入研究

16 18 長寿科学総
合研究

新開　省二 中高年者の社会参加・社会貢献のモデ
ルは多いものの、あるプログラムが本人
の心身機能に及ぼす影響や社会的な効
果を学術的に評価した研究はほどんど
ない。本研究では地域福祉および学校
教育への社会参加プログラムを考案し、
それを介入研究の手法で評価したもの
で、新規性および独創性が高い。地域福
祉型プログラムでは介入地域と対照地
域の中高年者の社会活動性や地域福
祉の向上という視点から、学校教育型プ
ログラムでは世代間交流による児童や
保護者への影響という視点からアウトカ
ム評価を行い、その有効性を確認した。

地域福祉型プログラムでは介入地域に
おける中高年齢層の社会活動性の増進
を認めている。そのことが地域高齢者の
生活不安や閉じこもりの減少など地域福
祉の向上につながったかどうかは、現在
実施中の追跡調査の結果を待って検証
する。学校教育型プログラムは、高齢者
による児童への絵本や図書の「読み聞
かせ」を中核とした活動であり、研究当
初から対照群を設定して認知機能の変
化を追跡している。これまでのところ言
語の音韻課題などで群間差が生じる兆
しがみられ、より長期に観察すると介入
効果があらわれる可能性がある。

本研究により二つのプログラムの有効性
と実行可能性がほぼ確認されたので、ま
ず報告書に地域福祉型プログラムと学
校教育型プログラム（別称、”
REPRINTS”）として掲載した。今後パンフ
レットあるいはマニュアルにまとめ一般
に公表する予定である。

今後少子高齢社会のひずみが拡大する
わが国においては、退職後の中高年者
による社会貢献が大きな意義を有する。
地域福祉と学校教育は特にそのニーズ
が高い領域である。同時に社会参加を
通じてより心身の健康が保たれ、医療や
介護といった社会的コストの抑制にもつ
ながる。しかし現状では退職者が地域社
会にうまく溶け込んでいるとは言い難
い。これ諸点を考慮したとき、本研究で
有効性と実行可能性が示された二つの
プログラムは、退職後の中高年者による
社会貢献を行政施策として推進する際
大いに活用されるべきものと考えられ
る。

地域福祉型介入研究の一部はNHK（首
都圏ネットワーク）で報道された。
REPRINTSボランティア（学校教育型介
入研究）も数回にわたり民放で報道され
るとともに、全国新聞に数回紹介記事が
掲載された。本研究成果をもとに平成17
年度2回にわたり「地域への軟着陸－退
職後も社会参加でイキイキと－」と題す
る公開講座を開催した（主催：東京都老
人総合研究所）。なお「団塊の世代の地
域参加」等をテーマとした市区町村の研
修・講演会などで講師を務めることも多く
なってた。

16 5 13 0 35 13 0 5 30

高齢者の脳血管障害
の進展予防を目的とし
た漢方薬によるテー
ラーメード医療の開発

17 18 長寿科学総
合研究

後藤　博三 脳血管障害における発症予防から後遺
症残存後までの各病期における漢方薬
の有用性を明らかにすることが可能とな
り、各病期における適正方剤を現代医学
的な観点から鑑別するできる可能性が
示唆され、脳血管障害における漢方薬
治療の治療指針の基礎を確立すること
ができた。

脳卒中発症の危険因子で、うつ症状な
どを随伴する無症候性脳梗塞に対する
桂枝茯苓丸を主体とした漢方治療の有
用性、脳卒中後遺症患者の機能低下と
自立度低下に対する当帰芍薬散の有用
性を明らかにした。さらに、当帰芍薬散
の微小循環改善作用とアルツハイマー
型認知症患者の選択的注意課題改善
作用が示唆された。

脳卒中予備軍、脳卒中後遺症患者に対
する漢方薬の有効性が明らかになりつ
つあり、今後のガイドライン作成の基礎
となりうる。

脳卒中後遺症患者の在宅治療を推進す
る上で、当帰芍薬散は機能低下と自立
度低下の抑制作用を有することが明ら
かとなった。

今後関連学会で報告する予定である。 0 42 6 0 14 18 1 0 0

老年病の発症に関わ
る遺伝―環境ネット
ワークの解明

17 18 長寿科学総
合研究

三木　哲郎 多因子疾患の発症・進展に対し、総和と
してはかなりの影響力を持つ遺伝因子も
個々の影響力は比較的弱い。そのため
疾患感受性遺伝子を特定するには、大
規模なサンプルを用いた検出力の高い
解析が必要である。本研究の成果の一
つとして見出された高血圧感受性SNP
は、14,000例からなる我が国最大の遺伝
疫学コホートにおいて、種々の交絡因子
を調整した上でも高血圧と有意な相関を
示したことから、日本人における高血圧
感受性SNPといえる。本研究は、このよ
うな信頼性の高い解析を為しえる点で極
めて価値の高い研究である。

現在までに種々の疾患感受性SNPが報
告されてきたが、いずれもポジティブ/ネ
ガティブな報告が混在しており一定の見
解は得られていない。本研究により、日
本人を代表する大規模遺伝疫学コホー
トにおいて、遺伝因子と疾患との相関が
その影響力も含めて明らかとなったこと
により、例えば疾患のリスク度を評価す
る判断材料として、感受性遺伝子多型を
用いることが出来るようになる。

高血圧や動脈硬化性疾患などの老年病
に関して、将来、遺伝因子も含めた治
療・予防ガイドラインを策定する際に大き
く寄与する成果といえる。

我が国で最も有病率の高い高血圧とそ
の関連疾患の感受性遺伝子の一端が
明らかとなったことにより、例えば疾患の
ハイリスク者の効率的なピックアップが
可能となり、それに基づく効果的な予防
介入を通じて医療費の軽減ならびに国
民の健康維持増進に寄与することがで
きる

本研究の成果は、一般地域住民を対象
とした講演等において活用され、疾患に
対する医科学的理解を深めるとともに、
疾病予防に関する意識を惹起すること
で、国民の健康増進に大きく貢献してい
る。

0 9 0 0 18 17 0 0 5

モノアミン系の加齢変
化とうつ病の解明・予
防に関する研究

17 18 長寿科学総
合研究

城川　哲也 うつ病の機序として，中枢ノルアドナリン
(NA) 系とセロトニン(5-HT)系の相互作用
について検討した．前頭葉の5-HT終末
の発芽がNA終末に依存する可能性が
示唆され，5-HT神経終末の再生に対す
る抗うつ薬 maprotiline の効果が確認さ
れた．成果は専門雑誌に掲載され，専門
家から注目された．

5-HT神経終末の再生に対するNAの発
芽促進効果が確認されたことは，SNRI
の作用機序を考える上で，新しいメカニ
ズムを提示している．成果は専門雑誌に
掲載された．今後のうつ病の治療に示唆
を与える成果として評価された．

－ － － 0 4 1 0 3 0 1 0 0

老年期認知症におけ
る認知症病態の基盤
の解明

17 18 長寿科学総
合研究

木下　彩栄 アルツハイマー病の初期病変とされるシ
ナプス変性のメカニズムについては現在
までまだ研究が進んでいない。われわれ
は、原因タンパク質であるプレセニリン
PS1がシナプス蛋白を制御していること
を明らかにし、その詳細な機序について
解明することで、アルツハイマー病の病
態に迫ることを目的として研究を進め
た。その結果、国際学会への発表、専門
の国際学術誌への報告として成果を披
露することができ、認知症の基盤研究と
して新しい方向性を示すことができた。

現在作成しているノックインマウスおよび
すでに作成し解析しているトランスジェ
ニックマウスは、これまでのアルツハイ
マー病のモデルマウスとは異なる視点か
ら作成されたものであり、PS1のシナプス
蛋白への影響を調べることで、臨床的観
点からも有意義な結果が期待できる。さ
らに、ここで得られた結果を、アルツハイ
マー病の脳において検証し、臨床に役立
てる予定である。

－ － 2007年3月6日先端領域融合医学研究
機構シンポジウムにて発表し、同日、
NHK京都にてニュース(6:00-6:30)放映さ
れた。

0 8 1 0 8 2 0 0 0
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老化関連遺伝子ｋｌｏｔｈ
ｏによるカルパイン活
性制御機構の解明お
よび関連疾患の予防
と治療に関する研究

17 18 長寿科学総
合研究

遠藤　玉夫 klotho遺伝子の変異により肺と腎臓で特
異的に異常糖鎖が蓄積することを明らか
にした。この異常糖鎖がklotho蛋白質で
分解されることを示し、klotho蛋白質の
糖分解酵素機能と基質となる糖鎖構造
を見いだした。また、肺と腎臓の異常糖
鎖の構造が異なったことから、klotho蛋
白質の機能が臓器により異なることが示
唆された。klotho蛋白質は老化抑制因子
と考えられており、klotho蛋白質の機能、
さらには老化の分子メカニズムを解明す
る上で重要な成果である。

klotho蛋白質の酵素機能と基質分子の
発見は、関連疾患の病態を理解し、予防
や治療法を開発する上で重要である。
klotho蛋白質の発現に影響する物質の
スクリーニング方法を開発した。klotho蛋
白質は老化抑制因子と考えられているこ
とから、発現に影響する物質を明らかに
することで、老化や関連疾患の予防や治
療に貢献できる。

－ － － 0 0 0 0 1 1 0 0 0

トランスジェニックマウ
スを用いたミトコンドリ
ア酸化ストレスの抑制
によるアルツハイマー
病予防・治療法の開発

17 18 長寿科学総
合研究

太田　成男 　ALDH2活性を低下させるだけで、加齢
に伴う認知機能障害がトランスジェニック
マウスに見られた。この原因は酸化スト
レスにより生じた過酸化脂質由来の有害
なアルデヒドの蓄積によるものであり、認
知機能の低下における重要性が明確に
なった。酸化ストレスを低下させる抗酸
化物質として、水素分子が有益であるこ
とを見いだした。水素分子には適度な還
元力があり、活性酸素のなかでも有益な
ものは消去せず、有害な活性酸素のみ
を選択的に消去することがわかった。副
作用のない抗酸化物質として有力であ
る。

　アルツハイマー病型認知症の原因の
ひとつとして酸化ストレスがあげられる。
酸化ストレスは活性酸素とりわけヒドロ
キシルラジカルはDNAに変異を生じさ
せ、蛋白質と細胞膜を変性させて、神経
を死に至らしめるので、活性酸素を消去
する抗酸化物質が予防に有効であると
考えられる。しかし、還元力が強い抗酸
化物質を過剰に摂取するとむしろ死亡率
が増加することが報告されている。水素
は、有益な活性酸素は消去せず、適度
の還元力をもち、極めて効果的なので、
副作用のない抗酸化物質として有力で
ある。

　－ 　多くの抗酸化サプルメントは、酸化スト
レスを軽減するので、老年病や癌の予防
に有効であると考えられてきた。しかし、
還元力の強いサプルメントを過剰に摂取
すると有益な活性酸素による生体防御
機構が低下し、逆に死亡率が上昇するこ
とが海外の大規模疫学調査により判明
した。水素は生体防御機構に関する活
性酸素を還元せず、有害な活性酸素の
みを選択的に効率よく消去するので、ア
ルツハイマー病をはじめとする老年病の
予防に有力である。

　水素の還元力の有効性についての研
究は、Nature Medicine 2007年6月号に
発表される。それに伴って、press
releaseされ、新聞報道される予定であ
る。

13 10 2 2 25 14 2 0 0

医療機関外来部門に
おける認知症看護相
談・教育統合プログラ
ムの開発

17 18 長寿科学総
合研究

水谷　信子 　認知症における、介護者教育・指導と
介護に関する相談活動を、対話を基調と
した一つの系統的プログラムとして開発
できたことは、介護家族の心情に寄り添
いながらも、認知症という疾患の特性、
基本的な介護を専門的見地から一環し
て提供することを可能にした、という点で
重要な成果を見出せた。

　本プログラムは、老人看護や認知症看
護の専門家が医療機関外来部門で運営
することで、認知症早期診断、早期治療
及び継続的治療に貢献することができ
る。また、直接的な看護介入を実施する
時期や機会を把握することも可能であ
り、認知症悪化予防にもできることから、
臨床的観点からも成果を見出している。

　本プログラムは、1回1時間で、1週間に
1度の頻度で計4回行うものであり、「フ
リートーク」、「認知症疾患理解、高齢者
の健康管理」、「認知症介護の考え方、
サービス利用について」、「まとめ会」の4
種目で構成されている。繰り返し受講で
きるよう、「介護家族基礎情報シート」の
運用も行っていく予定である。

　認知症高齢者を地域で支援するにあ
たり、地域包括支援センター等と協同し
て本プログラムを実施することで、地域
レベルで認知症予防、認知症悪化予防
につなげていくことも可能となる。

　『認知症看護相談・教育統合プログラ
ム』を認知症高齢者へのアクティビティケ
アと連動させた取り組みとして、ある地
域の「介護予防事業」で実施した。

0 0 0 0 1 0 0 0 0

ＮＩＰＰＯＮ　ＤＡＴＡ９０
の１５年目の追跡調査
による健康寿命および
ＡＤＬ、ＱＯＬ低下に影
響を与える要因の分
析とＮＩＰＰＯＮ　ＤＡＴＡ
８０の１９年追跡調査
の分析

17 18 長寿科学総
合研究

上島　弘嗣 高血圧、喫煙、糖尿病、高コレステロー
ル血症、高中性脂肪血症、低HDLコレス
テロール血症、肥満、等の危険因子の
数が増すと、手段的ADLがより大きく低
下した。さらに、19年間の追跡調査成績
を基に、フラミンガム冠動脈スコアに相
当する健康危険度評価チャートを作成
し、保健指導、治療の動機付けへの使
用を可能とした。また、高血圧、高脂血
症、糖尿病、喫煙等の多数の循環器疾
患リスク要因について、日本のエビデン
スとなるものを多数国際的に公表した。

健康危険度評価チャートは、わが国の循
環器疾患の実態を踏まえたものとなり、
フラミンガム冠動脈スコアに替わるもの
を提示できた。健康寿命を阻害する要因
として、若年者から75歳以上の高齢者に
及ぶまで、血圧水準が高いほど危険で
あることを示した。血清総コレステロール
値が160未満の群における総死亡危険
度の軽度の上昇は、肝臓疾患等の基礎
疾患の有無に注意する必要性を指摘し
た。日本人においても、血清総コレステ
ロール値が高くなるに従って、冠動脈疾
患の危険度が高くなることを示した。

日本高血圧学会の「高血圧治療ガイドラ
イン2004年」にこれまでのNIPPON
DATA80の成果が多数引用されたが、今
回、日本動脈硬化学会の「動脈硬化性
疾患診療ガイドライン2007」の作成にあ
たり、多くのNIPPON DATAからの知見が
引用された。健康危険度評価チャートは
もとより、血圧、喫煙と循環器疾患、血清
総コレステロール値と冠動脈疾患、糖尿
病と循環器疾患、HDLコレステロール値
と長寿の関係、等が引用され、国民の代
表性を有するコホート研究としての価値
が認められた。

医療制度改革にともない、平成20年度
からメタボリックシンドロームへの対策に
重点をおいた保健指導がなされるが、そ
の根拠となる知見を公表した。すなわ
ち、メタボリックシンドロームの構成要素
が増えるほど、手段的ADLが低下するこ
とを明らかにした。また、そのリスク要因
が重なるほど、脳卒中、冠動脈疾患死亡
の危険度が高くなることを示した。

2005年11月13日、読売新聞全国版に、
健康危険度評価チャートの図の紹介が
なされ、リスクの重なりの重要性が国民
にわかりやすく説明された。さらに、同様
の健康危険度評価チャートは、2007年1
月19日ラジオNIKKEIの医療情報として対

 談が組まれ放送された。　2006年12月25
日の毎日新聞全国版のコラム「闘論」
に、コレステロールと病気の関係につい
て、血清総コレステロール値が高いこと
の危険性、また、低い場合の解釈につい
ての記事が掲載された。その他、５回を
超えるシンポジウムで知見が公表され
た
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高齢者糖尿病に対す
る総合診療体制確立
のための総合的研究
―無作為化比較研究
（Ｊ－ＥＤＩＴ）を中心に

17 18 長寿科学総
合研究

井藤　英喜 高齢者糖尿病の健康寿命を維持するた
めの治療指針の作成に有用なデータを
提供することが期待される研究である。
しかし、そのためには調査票の回収をさ
らにすすめ、詳細なデータ解析が必要で
ある。

非常に遂行が困難な全国規模の1,000
例を超える高齢者糖尿病を対象とした無
作為化比較研究を実施したことに大きな
意味がある。また、高齢者糖尿病のメタ
ボリックシンドロームの発症には過食よ
りも身体活動量の低下が重要な要因で
あることを明らかにした。このことは今後
の診療に大きな意味をもつ。

調査票の回収とデータ解析が終了しす
ればガイドライン作成を行いたいと考え
ている

当研究班の成果がまとまれば、高齢者
糖尿病やメタボリックシンドロームの予
防・治療など、現在厚生労働省が進めて
いる健康施策に貢献しうると考えている

1－2度共同通信社を通じて本研究の意
義などがマスコミに取り上げられた。ま
た、医学雑誌、医学区新聞にはたびたび
研究の進行状況の記事を書いている。

0 2 7 0 2 0 0 0 0
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介護サービスと類型化
された要介護状態像と
の相互関連に関する
研究

17 18 長寿科学総
合研究

筒井　孝子  要介護高齢者22,356,876名の状態像と
介護給付実績がマージされたデータ
ベースが構築され、高齢者の予後に関
する衰退モデルが明らかにされた。また
健康余命モデルを用い、要介護高齢者
が重度化するまでの期間や性年齢別要
介護度別の介護保険サービスの平均利
用期間が推計された。さらに先験的な事
例を必要としない大規模多変量データに
おける一般的パターンの自動抽出アル
ゴリズムはユニークであり、先駆的な成
果である。

 予防サービスが要介護度の悪化に有用
と予測される「予防有用型」が明らかにさ
れたことは、要介護認定審査会の大きな
負担となっている要支援２の判定業務に
利用することが可能であり、審査会の標
準化をすすめることができる。また、要介
護高齢者の性年齢別要介護度別の重
度化までの期間と介護サービスの利用
期間が推定されたことにより、介護サー
ビスの費用が推定できる。このことは介
護保険行政にとって重要な成果と考えら
れる。

 国立保健医療科学院で毎年、実施して
いる都道府県職員等を対象とした『介護
サービスマネジメント研修』において、
「予防有用型」の選定に関する理論的な
背景や予後の説明を行い、これらの資
料をテキストとして配布した。

 来年から介護保険制度の実施を予定し
ている韓国に設置された介護保険制度
準備プロジェクト委員会からの要請があ
り、本研究で新たに開発された大規模多
変量データにおける一般的パターンの自
動抽出アルゴリズムを要介護認定に利
用する方法について資料を提供し、講義
を行った。また、近年、介護保険制度に
おける判定業務の見直しをすすめている
ドイツ連邦政府からの求めに応じて新た
な要介護認定のあり方のひとつとして、
このアルゴリズムを用いた方法に関する
資料を提供した。

　先験的な事例を必要としない大規模多
変量データにおける一般的パターンの自
動抽出アルゴリズムについては、Phys
Rev Lett,信学技報.等の学会誌に掲載し

 た。また、今後のわが国の介護予防の
あり方についてまとめた論文をJournal
of American Geriatrics Societyに掲載し
た。

2 2 0 0 0 0 0 0 0

認知症・アルツハイ
マー病の予防および
治療を目的とした中枢
機能賦活口腔スプリン
トの開発

17 18 長寿科学総
合研究

吉村　弘 金沢医科大学附属病院で加療している
認知症またはアルツハイマー病患者の
なかで、長谷川式簡易知能評価スケー
ル、脳の画像、脳血流、機能的咬合歯ス
コアなどの項目の検査が可能であった
高齢者を対象として、口腔機能低下と認
知症・アルツハイマー病の進行度の因果
関係を調べたところ、長谷川式簡易知能
評価スケールが低いほど、機能的咬合
歯スコアが低く、脳の萎縮が顕著にな
り、脳血流量も低下しているという結果
になった。このことから、脳機能を維持す
るたには口腔機能を低下させないことが
重要であることが示唆された。

咀嚼時の筋電位をトリガーパルスに変換
して、聴覚・視覚・体性感覚刺激装置を
駆動し、フィードバック刺激を発生させる
ことのできる『顎運動による脳刺激シス
テム』を開発し、このシステムを認知症患
者に適用した。慣れ親しんだ楽曲と映像
の同時刺激による受動型治療と、本研
究で作成した躍動感のあるアレンジ曲に
あわせて顎運動をおこなってもらう積極
参加型治療をおこなったところ、記憶の
想起、意欲の上昇、運動連合学習など
がみられた。このシステムが認知症・ア
ルツハイマー病の改善や進行防止に有
用である可能性が示唆された。

認知症患者から、画像提示と音楽刺激
中の脳波を計測し、長谷川式簡易知能
評価スケールに脳波周波数分析のパラ
メータを加えた新たな認知症・アルツハ
イマー病の進行度の判定基準の開発を
進めた。

本研究課題により開発された『顎運動に
よる脳刺激システム』は、重度認知症患
者にも効果が期待できるため、将来的
に、町立の高齢者医療施設との連携を
検討している。

第51回日本口腔外科学会総会のレポー
トとして、主任研究者の発表内容が、以
下の医学系新聞および歯科医学系新聞

 に掲載された。（1）Medical Tribune
 Vol.39. No.17、2006年11月23日、Ｐ43

「脳機能維持には口腔機能を低下させな
 いことが必要」（2）Dental Tribune Vol.3.

 No.1、2007年1月号、Ｐ11「脳機能維持に
 は口腔機能を低下させないことが必要」
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健康長寿に関与する
要因の研究－超百寿
者及び長寿ｓｉｂ調査

17 18 長寿科学総
合研究

広瀬　信義 本研究の終了時超百寿者は１８０名、百
寿者は２５０名の調査を完了した。この
群全例の５０万ＳＮＰを用いたwhole
genome scanが終了した。今年の７月ま
でに比較対照群の収集が完了する。既
に対照群８０例の解析が終了しており、
近々に世界で初のwholegenomescanを
用いた長寿関連遺伝子のリスト作成が
完了する。思いがけない遺伝子が現れ
てくることが予想され今後の老化研究に
有用な手がかりを与えるものと期待され
る

遺伝解析と平行して１００歳以降の余命
検討系を確立した。どのような因子が余
命に関与するかが明らかになってきた。
超高齢期の余命延長の為にどのような
因子を改善すればよいのかが明らかに
出来よう。Proteomicsの結果よりいくつ
かのタンパク質の濃度がSSCと若年群で
異なることも判明した。これにより老化指
標、抗老化物質の網羅的検討が可能と
なる。

なし なし 平成１８年４月５日　ＮＨＫ＜試してガッテ
 ン＞取材メデイカルトリビューン　ｈ１８年

１月５日　３９巻１号新春特集＜超高齢
 社会を展望する＞メデイカルトリビューン

ｈ１９年３月１５日４０巻１１号平成１８年
度厚生労働科学研究長寿科学総合研

 究成果発表会
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高齢者の運動による
健康増進に関する学
術論文の系統的レ
ビューとそれに基づく
文献データベースの作
成

17 18 長寿科学総
合研究

田畑　泉 内臓脂肪減少と運動量に関するシステ
マティックレビューと長寿に対する体力,
身体活動量,運動量に関するシステマ
ティックレビューを行い、成果を得た。

現場で健康づくりのための運動指導を行
う健康運動指導士等に、その指導の根
拠になる科学的エビデンス（身体活動,運
動,体力が生活習慣病予防や長寿に与
える影響に関する文献）に容易にアクセ
スすることを可能にした。

健康づくりのための運動指針2006（エク
ササイズガイド2006）におけるメタボリッ
クシンドローム解消に必要な運動量策定
の科学的エビデンスを提供した。

平成20年度から実施される特定保健指
導におけるメタボリックシンドローム予防
のための運動量の策定に寄与した。

ウェッブ（健康ネット：http://www.health-
net.or.jp/）上に、本研究で得られたデー
タベースを公開する。
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超音波を用いた骨粗
鬆症における骨強度
評価装置の開発

17 18 長寿科学総
合研究

大西　五三男 骨密度による評価では骨の形状や荷重
方向といった実際の骨折を予測するにた
めに必要な情報が考慮されていなかっ
た。エコートラッキング（ET）法により、荷
重負荷に対する動的な体内の骨の歪を
非侵襲に計測することが達成された。こ
れは、骨密度のように骨量から骨強度を
予測する方法ではなく骨の力学特性を
非侵襲に実測出来たことでありその意義
は大きい。

脛骨部ET測定の結果、脛骨の剛性が実
測可能であり、骨粗鬆症患者における骨
の骨強度を評価する方法としてET法が
有用であるとことが実証された。今後ＥＴ
法を用いることにより、実際の日常生活
での荷重負荷に対する骨折リスクを定量
的に評価し、個々の患者に骨折リスクを
定量的に評価し患者に最適な予防法の
選択、予防治療の効果判定を行うことが
可能と考える。

現在まで－ 本研究における超音波ET法を利用する
方法は、検査に侵襲を伴わない、動的荷
重に対しても検査可能、評価装置自体
は既存の超音波装置に付加することで
提供され、安価に設備できるなどの利点
を有する。さらに本装置により骨折リスク
を定量的に評価し最適な予防法の選択
が可能となれば、これによる骨折患者数
の減少が期待でき、これに伴う医療費の
削減にも繋がる。

第79回日本整形外科学会学術集会
（2006　横浜）にてシンポジウムとして発

 表。第32回日本骨折治療学会(2006　仙
台)にてシンポジウムとして発表。
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脳卒中危険因子・発
症・要介護・医療費に
関する大規模縦断研
究

17 18 長寿科学総
合研究

小川　彰 岩手県北広域においてほぼ全数の診療
録を確認して脳卒中罹患率を型別に明
らかにした。また、地域脳卒中発症登録
において初発脳卒中罹患数と脳卒中死
亡数との比が、1.8前後の数値であること
が確認された。健常成人9,411名の追跡
では、脳卒中発症の危険因子として年
齢、血圧以外では関連が明らかな検査
項目はなかった。要介護認定も年齢、血
圧が関連した。血中脂質は高いほどそ
の後の要介護認定は少なかった。

健康診断における問診項目として、多く
の項目でその後の脳卒中罹患および要
介護認定に関連がみられた。特に１キロ
歩行をやや難しい、難しいと思うと答え
た者ではその後の要介護認定が有意に
増加し、また、脳卒中罹患にも関連がみ
られた。しかし、運動量を問う設問では
関連は少なかった。また、男では独居や
独身で要介護認定が増加した。１キロ歩
行などは簡便な設問であり、検診時の設
問として有用性が高いものと考えられ
た。

－ － 岩手県および岩手県医師会の行う地域
脳卒中発症登録事業の枠組みを利用し
て研究を実施し、結果について同登録運
営委員会に報告した。報告内容につい
て、岩手県医師会報等を通じて広報を図
る。

2 0 1 0 13 0 0 0 0
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弾性線維形成因子ＤＡ
ＮＣＥを標的とした老
化関連疾患の予防・治
療法開発の研究

17 18 長寿科学総
合研究

中邨　智之 弾性線維形成の分子機構についてはよ
くわかっていないことが多いが、本研究
ではDANCEという分泌タンパクが弾性線
維形成に必須であり、DANCEタンパク自
身に強力な弾性線維再生活性があるこ
とを示した。

老化のターゲット分子が何なのかはまだ
まだ不明のことが多い。弾性線維など細
胞外線維はターンオーバーが遅いため
異常が蓄積しやすく、老化の表現型の多
くは細胞外線維の劣化が直接的原因で
ある。本研究では老化と組織中DANCE
の変化の関連を明らかにし、DANCEが
老化関連疾患の良い標的分子候補であ
ることを示した。

－ － 平成１７年７月４日の日経新聞朝刊に研
究内容が紹介された。
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慢性閉塞性肺疾患に
対する漢方治療の有
用性評価

17 18 長寿科学総
合研究

福地　義之助 中等症以上のCOPD症例に対して、補中
益気湯投与により気虚の改善（身体のだ
るさ、気力、疲れやすさ、風邪のひきや
すさ、食欲）、体重の増加、感冒回数・増
悪回数の減少、栄養状態の改善（プレア
ルブミンの値の増加）、炎症の改善（高
感度CRP、TNF-α、IL-6の減少）、動脈
硬化指標の改善（Adiponectinの増加）が
みられた。補中益気湯は、既存のCOPD
ガイドラインにみられないバイオディフェ
ンスとしての作用、全身性炎症の改善効
果があることが示唆された。

COPD症例に対する補中益気湯投与に
より、感冒罹患回数および増悪回数とも
有意に減少するという結果が得られた。
補中益気湯には抗ウィルス作用がある
ことが一部関与していると考えられた。ま
た、補中益気湯は「食欲」「身体のだる
さ」「気力」「疲れやすさ」を改善し（気虚
の改善）、栄養状態を改善、さらに全身
性炎症反応を低下させた。補中益気湯
の正確な作用機序は必ずしも明らかで
はないが、補中益気湯はCOPD患者の
臨床症状、栄養状態/炎症病態の改善
をもたらし、重症化移行の遷延化に寄与
しうることが示唆された。

日本呼吸器学会が発行している「漢方薬
治療における医薬品の適正な使用法ガ
イドライン」（2005年11月20日発行）に、
エビデンスを加えたと考えられる。

補中益気湯は保険収載されており、西
洋薬と比較して安価である。高齢者で中
等症以上のCOPD 症例に対する基礎治
療薬としての有用性が示唆され、それに
よる感冒・増悪の抑制は、医療費の抑制
にも役立つと考えられる。

　Medical Tribune 2007年3月22日の記
事で、平成18年度厚生労働科学研究長
寿科学総合研究成果発表会、福地義之
助主任研究者による本研究発表が採り
上げられた。慢性閉塞性肺疾患に対し
て、補中益気湯投与により感冒回数や
急性増悪が減少、免疫増強能、炎症抑
制能を発揮と記載されている。
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ソマトポーズに対する
グレリンの臨床応用と
基盤的研究

17 18 長寿科学総
合研究

寒川　賢治 主任研究者らが発見したグレリンは、成
長ホルモン（GH）分泌や摂食・エネル
ギー代謝調節など多彩な作用を有する。
高齢者の健康維持に問題となる老年期
のGH分泌低下（ソマトポーズ）に対する
グレリンの新たな生理作用解明を目的と

 し、以下の成果を得た。1）視床下部を介
したGH分泌・摂食亢進へのノルアドレナ

 リン神経の関与2）皮膚や骨、脊髄神経
 の細胞増殖促進3）筋萎縮モデル動物に

 おける筋萎縮抑制4）褐色脂肪細胞のノ
 ルアドレナリン分泌抑制5）糖尿病の高

 血糖の発症抑制6）心筋梗塞後の心筋リ
モデリング抑制

グレリンの基礎的研究成果を基盤とし
 て、下記の臨床研究を展開中である。1）

慢性閉塞性肺疾患の運動耐容能の改
善の検証、多施設二重盲検無作為化比

 較試験の開始2）人工股関節置換術後
 機能回復のための臨床試験の開始3）胃

切除後食欲低下における基礎データ集
 積と補充療法の開始上記臨床研究で得

られた成果とともに、新たな適応疾患の
拡大やトランスレーショナルリサーチの
推進により、ソマトポーズに対する新規
治療が確立できると考える。

－ － 1）2007年7月7日の産經新聞で、主任研
究者の寒川は、グレリンの慢性閉塞性
肺疾患の治療応用に関する臨床研究を

 開始したことが報道された。2）主任研究
者の寒川は、グレリンに関する研究成果
に対して、2005年度武田医学賞、2006年
度上原賞を受賞した。
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データベース利用によ
る訪問看護サービス
評価の開発

17 18 長寿科学総
合研究

荒井　由美子 訪問看護における系統的な記録および
客観的な在宅ケアの質の評価を可能と
するシステム、「国立長寿医療センター
方式訪問看護データベース入力支援シ
ステム」(NCGGシステム)が開発され、そ
の実用可能性が示された。NCGGシステ
ムを利用してデータを蓄積していくことに
よって、利用者の状態に影響を及ぼす諸
要因の分析が可能である。本研究事業
の成果については、日本医事新報、日
本老年医学会、日本疫学会等にて公表
され、多くの研究者から大きな反響が
あった。

NCGGシステムは、訪問看護スタッフとの
協同により開発されたため、訪問看護現
場に即応用でき、かつ、在宅ケアの多面
的・客観的な評価が可能である。また、
NCGGシステムは、訪問看護スタッフの
バーンアウトを増大させることなく、記録
業務時間を短縮することが示され、多職
種間連携の促進、訪問看護業務の負担
軽減に貢献し、在宅ケアの質向上につな
がると考えられる。NCGGシステムにつ
いては、国内外の臨床医や訪問看護ス
タッフ、研究者等から、既に多くの問い合
わせを受けている。

本研究においては、ガイドライン等の開
発は行われていない。しかしながら、本
研究事業では、NCGGシステムの開発過
程において、訪問看護においてどのよう
な項目を評価すべきかについて検討を
重ねているため、訪問看護をはじめとす
る在宅ケアにおける評価項目の選定に
関して、ひとつの指針となると考えられ、
将来のガイドライン開発の一助となるも
のと考えられる。

NCGGシステムは、訪問看護をはじめと
する在宅ケアにおける多面的・客観的評
価と、系統的な記録を可能にし、医療従
事者、各自治体の担当者を含めた、多
職種における連携の促進に貢献しうるも
のである。また、国レベルで高齢者の在
宅医療が推進されている昨今、NCGGシ
ステムの利用によって、現場の実状に即
した在宅医療の実現がさらに可能になる
と考えられる。

在宅ケアの質の評価およびNCGGシステ
ムについて、あいち健康長寿産業クラス
ター形成事業県民講座にて、一般市民
や医療従事者だけでなく、産業界にもそ
の意義について啓発を行った。また、長
寿科学振興財団のパンフレットや、主任
研究者の所属部署のホームページに
て、在宅ケアの質の評価およびNCGGシ
ステムに関する研究内容および研究成
果を公表し、一般国民への普及・啓発活
動を行った。
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小規模多機能サービ
ス拠点の成立条件と
多面的展開に関する
ビジネスモデルの構築
とマニュアル作成

17 18 長寿科学総
合研究

杉岡　直人 小規模多機能サービス拠点は、非制度
的サービスとしての宅老所等を起点とし
て新たな公共的サービスの担い手とな
り、シームレスケアを実現する連続性を
実現する。生活圏領域における介護予
防と介護保険サービスとの包括的拠点
となる。運営面からみる拠点の類型は、
①ＮＰＯ法人や有限会社等、②母体施設
と連携した社会福祉法人や医療法人
等、③社会福祉協議会等によるもの④
全国展開運営の株式会社等に分けられ
る。人口規模をベースにした地域特性と
社会資本形成に対応した自治体の主導
性が重要である

非該当 なし なし シルバー新報および介護新聞において
成果の紹介を受けた。
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老化に伴う神経変性
疾患の長期縦断疫学
研究；ＡＬＳについて

17 18 長寿科学総
合研究

祖父江　元 　老年病としての神経変性疾患に対し
て、長期縦断自然歴把握システムを構
築した。CRCからの電話による予後把握
システムにより、臨床現場の負担を増や
すことなく経時的な情報収集が可能であ
り、転医による脱落例を最小限にして長
期予後を把握できる。このシステムは多
くの神経変性疾患患者の長期像把握に
応用可能である。さらに匿名化された遺
伝子リソースを結びつけており、疾病の
発症のみならず、進行、臨床病型、予後
と遺伝子多型との相関を解析する基盤
が整備された。今後長きにわたり、我が
国発の研究を支える資源となりうる。

　ALSの横断像および縦断像解析から
我が国におけるALS患者の重症度、病
型、症状、療養状況、侵襲処置の有無
等に関する情報が得られ、日常診療、治
験計画策定等に活用することができる。
長期予後の情報は診療現場でのイン
フォームドコンセントにおいて極めて重要
である。PDの横断像よび縦断像解析か
ら非運動機能障害とQOLとの関連が明
らかになり、治療介入研究の推進につな
がりうる。いずれも、研究で得られる縦断
的臨床像情報を現場に直接還元できる
システムを構築しており、日常診療の質
の向上につながりうる。

現在のところなし。 　我が国におけるALS患者横断像の解
析から、人工呼吸器装着や経管栄養を
実施しながら療養する重症度の高い患
者の割合が欧米に比して著しく多い現状
などが明らかとなり、行政面での重要な
基礎資料を提供した。また今後のALS、
PDに代表される神経変性疾患の長期縦
断像情報の蓄積は高齢化社会を踏まえ
た適切な医療・介護体制整備をはかるた
めの医療福祉行政的観点から重要であ
る。

　研究の概要をホームページ
（http://www.jacals.jp/）上で公開し、広く
閲覧可能にした。我が国における代表的
なALSに関する患者団体である日本ALS
協会に対して研究計画を説明し、機関誌
JALSA 68号（平成18年5月12日発行）に
て研究計画を紹介した。
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地域における福祉製
品の研究開発体制の
整備に関する研究

17 18 長寿科学総
合研究

都築　暢之 　空気チューブと軟・薄プラスチック板の
併用（空気チューブ・プラスチック板複合
体）は，身体的負担の少ない身体装具
の素材として有用であった．また，血圧
計用ゴム球による充気で，空気チュー
ブ・プラスチック板複合体が身体支持可
能な剛性を持つことが示された．空気式
装具の使用は，片麻痺においては運動
野の可塑性の誘導，体幹・下肢において
は荷重という関節変形要素を軽減する
効果（免荷効果）があることが示された．

　片麻痺における屈筋共同運動が主因
となる廃用上肢を，保持機能を持つ補助
上肢へ転換させることの可能性，並び
に，高齢者脊柱後弯の矯正・維持及び
高齢者内反膝の矯正・維持による日常
生活活動障害改善の可能性が示され

  た．

なし   本研究で産学官民が連携し福祉機器
の開発等に一致して取組む体制を構築
できたことに大きな意義があった。なか
でも、企業と福祉施設が連携し、利用者
にとって真に必要で使い易い福祉機器
の開発等を進めることは、高齢者や障害
者の方が地域で自立した生活を営んで
いくことを目指す福祉行政推進の一翼を
担えるものになると思われる。また、本
県が誇る製造業・医薬関連業の地場産
業振興という面でも今後の可能性のある
ものとなった。

富山県福祉機器研究委員会設立（平成
１７年１０月）及び富山県福祉機器開発
推進会議設立（平成１９年２月）が富山
県福祉機器産業振興政策として新聞，テ
レビで報道された．
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高齢者の運動機能低
下評価法と回復運動
療法開発研究

17 18 長寿科学総
合研究

越智　隆弘 高齢者の運動器機能低下に関連する基
礎的研究として、椎間板代謝に関する分
子生物学的検討、日常生活動作の解
析、体幹筋の血流計測などを行った。そ
の結果、TIMP３が椎間板代謝に重要な
因子であること、下肢に変形を有する患
者では関節の不安定性や筋モーメントの
低下が著明であること、負荷の大きい前
屈などの動作は体幹筋の鬱血を生じる
可能性があることなどを明らかにした。こ
れらはいずれも運動器科学の分野では
新知見であり、学術的意義が高いと考え
られる。

高齢者の運動器機能低下の主因となる
疾患として変形性関節症、腰痛症、転倒
し易さ（運動器不安定症）、廃用症候群、
頚肩痛、大腿骨頚部骨折および骨粗髪
症をとりあげ、EBMの観点からこれらの
疾患に対する早期診断指標、機能評価
のためのアセスメントフォームを作成し
た。多施設におけるコホート研究から、
高齢者に対する機能評価として精神状
態を含めた全身機能の評価が重要であ
ることを明らかにした。さらに地域におけ
る臨床介入研究により、高齢者に対する
持続的な運動療法は機能改善に有効な
治療であることを確認した。

本研究において、 EBMの観点から運動
器機能低下の主因となる疾患に対する
早期診断指標として必要な事案を抽出し
た。上記のように、高齢者の運動器機能
低下の原因には環境因子に加え全身の
身体機能や障害が大きく関与しているこ
と、さらに高齢者に対する持続的な運動
療法は機能改善に有効な治療であるこ
とが確認された。以上の点を踏まえ、高
齢者運動機能低下の予防および回復に
必要な対策を提案し、地方保険事業案
およびガイドライン作成の基礎を構築し
た。

本研究では、高齢者の運動器機能低下
を予防し、更に、向上をはかる世界運
動、「運動器の10年運動（Bone And
Joint Decade）」の日本委員会として、国
内での施策検討目的での研究班構成を
行った。研究分担者ごとに専門チームを
構成し、EBMの観点から運動器機能低
下の予防と治療に必要な事案を提示し
た。本研究班および日本整形外科学会
が中心となり、今後地域における臨床介
入を実施・指導していくことで、運動器疾
患による自立喪失高齢者数を現在の
20%減とすることが期待される。

身体活動と運動は「健康日本２１」の１項
目をなし、医療行政においても高齢者の
運動器機能評価は重要な事案である。
本研究班において作成したアセスメント
フォームや、実施した臨床介入試験結果
についてはまだ十分に啓蒙されていな
い。特に高齢者に対する持続運動療法
の効果については、多施設による前向き
研究により十分なエビデンスが得られ
た。今後地方保険事業案またはガイドラ
イン作成を行い、広く一般的周知を図る
必要がある。
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軽度認知症高齢者の
介護予防及び症状緩
和システム開発に関
する研究

17 18 長寿科学総
合研究

内藤　佳津雄 介護保険制度の見直し後に要支援認定
を受けることが想定される軽度認知症高
齢者について、平成17年度の調査にお
いて全国の通所介護事業所および認知
症対応型共同生活介護事業所における
人数分布を明らかにするとともに、状態
像の特徴や居宅で介護する家族の心理
的特性を検討し、その特徴を明らかにす
ることができた。また、18年度の調査で
は、制度見直し後の軽度認知症高齢者
の人数分布及び介護予防サービスの中
での軽度認知症高齢者の状態像の特徴
を明らかにした。

臨床研究ではないので直接の効果はな
いが、軽度認知症高齢者の状態像の特
徴を明らかにし、その評価指標として活
用可能な項目を開発したことによって、
軽度認知症高齢者に対する介護予防お
よび介護サービスの提供において活用
が可能である。１８年度の研究におい
て、開発した指標を用い事例検討を行
い、有効性を検討した。

軽度認知症高齢者に対する評価項目の
内容および各項目における該当率を明
らかにし、認知症の特徴に配慮しながら
も介護予防を達成することを目標とする
サービスのあり方について明らかにし

  た。

軽度認知症高齢者の人数分布および状
態像を明らかにすることによって、制度
見直し後の要支援認定についての基礎
資料とすることが可能である。また、介護
予防事業所（とくに介護予防通所介護事
業所）におけるサービスの質の確保につ

  いて、検討する材料となる。
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高齢者の望ましい終
末期ケア実現のため
の条件整備に関する
研究―介護保険施設
における終末期ケア
の検討を中心に

17 18 長寿科学総
合研究

梶井　英治 介護保険施設、特に介護老人福祉施設
内死亡者の現状、文書による終末期の
希望聴取の現状と問題点が明らかと
なった。終末期に対する一般医師の意
識とその関連要因が明らかとなった。

介護老人福祉施設における文書による
終末期の希望聴取の現状と問題点が明
らかとなった。東京都内の介護老人福祉
施設を対象とした調査で収集された20施
設分の終末期ケアマニュアルおよび終
末期の希望を確認する用紙は、「終末期
（ターミナル）ケアマニュアル・終末期の
希望確認の用紙の資料（東京都内　介
護老人福祉施設版）」として冊子にまと
め、施設間の情報交換の目的で、資料
提供の希望のあった59施設に郵送配布
した。施設内終末期ケアを提供できる専
門職の養成に向けた終末期に関わる資

 料の提供を行った。

今後、介護保険施設のみならず、高齢
者の終末期医療に関するガイドライン策
定時に基礎資料となると考えられる。

日本の高齢者福祉施設において、最期
まで施設生活を維持するための条件に
関する基礎資料の提供を行った。
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高齢者の口腔乾燥改
善と食機能支援に関
する研究

17 18 長寿科学総
合研究

柿木　保明 口腔乾燥と唾液に関する検討では、高
齢者の口腔乾燥は、年代によっても唾液
の分布状態と自覚症状の関係が異なる
ことから、より客観的な指標による評価
が必要と思われた。口腔乾燥および唾
液分泌低下の原因には、名全身疾患や
心身医学的な薬剤による副作用が大きく
関連していることが示唆されたことから、
患者およびその介護スタッフに対する口
腔乾燥に関する情報提供が、口腔機能
向上と誤嚥性肺炎の予防においても重
要であると思われた。

高齢者の口腔乾燥の改善に、音波歯ブ
ラシの口腔刺激を用いたところ、唾液の
粘性と相関する曳糸性が低下して、口腔
内の機能や環境、自浄作用にも良好な
状態になることが示唆された。また、唾
液の湿潤度も正常範囲に収束すること
が認められた。さらに、音波歯ブラシの
刺激は、口腔内感覚の改善にも有用で
ある可能性が示唆され、今後、パワーリ
ハビリ的な効果も期待できると考えられ
た。

高齢者および障害者にも応用できる臨
床診断基準を作成して、口腔水分計の
測定値や唾液湿潤度、自覚症状と有意
に相関することから、臨床上、有用であ
ることが示唆された。これらの客観的数
値を用いることで、高齢者における口腔
乾燥の評価が可能になり、治療や改善
方法の選択に役立つと考えられた。さら
に、改善効果の判定にも利用できること
から、ガイドライン作成のための基礎
データが得られた。

これらの研究成果から、高齢者の口腔
乾燥は、栄養状態指標のBMI低下と関
連し、また嚥下機能障害や味覚障害、う
つ状態、歯周病悪化、口腔環境、口腔機
能とも大きく関連していることが示唆され
たことから、口腔乾燥に継発する誤嚥性
肺炎予防の観点からも、口腔機能向上
プログラムに、数値化可能な唾液を指標
とした評価を取り入れるべきと思われ
た。

地元のＦＭラジオ局で、高齢者の口腔乾
燥に関する研究成果と臨床応用につい
て、取り上げられた。」また、高齢者の口
腔乾燥の研究成果に関連して、舌の症
状について４月8日付けの日本経済新聞
に取り上げられた。北九州市において、
一般市民向けの公開シンポジウム「唾液
と健康」を開催した。
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脳内移行性アンジオテ
ンシン変換酵素（ＡＣ
Ｅ）阻害剤投与による
アルツハイマー病の新
規治療法の確立

17 18 長寿科学総
合研究

大類　孝 これまで、認知機能における脳内レ二
ンーアンジオテンシン系の関与が指摘さ
れていた。本研究では、脳内移行性が
確認されているアンジオテンシン変換酵
素（ＡＣＥ）阻害剤の投与が、高血圧合併
ＡＤ患者において病勢の進行を抑える事
を明らかにし、さらに代表的なコリンエス
テラーゼ阻害剤である塩酸ドネペジルと
加味温胆湯の併用療法がＡＤの有効な
治療法になりうる事を明らかにした。この
ような脳移行性ＡＣＥ阻害剤の効果を実
際の疾患で確認できた事は重要と考え

 られる。

高齢化がますます加速するわが国にお
いて、認知症疾患の中でアルツハイマー
病（ＡＤ）の増加は顕著で、その克服は最
重要課題である。本研究では、脳内移行
性が確認されているアンジオテンシン変
換酵素（ＡＣＥ）阻害剤の投与が、高血圧
合併ＡＤ患者において病勢の進行を抑え
る事を明らかにし、さらに代表的なコリン
エステラーゼ阻害剤である塩酸ドネペジ
ルと加味温胆湯の併用療法がＡＤの有
効な治療法になりうる事を明らかにし

 た。
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高齢者施設における
褥瘡ケアガイドライン
の作成

18 18 長寿科学総
合研究

永野　みどり 特別養護老人ホームを対象に、訪問調
査を実施した。全国の特別養護老人
ホーム5800施設を対象に、大規模調査
を実施した。褥瘡の保有者が、訪問調査
で2％、大規模調査で3％であり、低い値
であった。しかしながら、非常に低い有
病率の信憑性について今後検討が必要
と考えられる。

訪問調査では46%、大規模調査では47%
が、褥瘡対策チームを設置していた。褥
瘡ケアの指針は、訪問調査で65%、大規
模調査で53％で整備していた。指針の
内容として、考え方を示した簡易な指針
が多く、手順などは少なかった。円座の
使用は、3割近くの施設で常時使われて
おり、特別養護老人ホームでは古い知
識のままケアがなされていることがめず
らしくないことが明らかになった。褥瘡ケ
アに特化した専門家の活用は、ごくわず
かであった。

高齢者施設のケアならびに褥瘡ケアな
ど多方面のスペシャリストによる高齢者
施設における褥瘡予防対策体制ならび
に褥瘡予防ケア基準を作成した。今後、
施設でこのガイドラインに則った褥瘡予
防ケアを試み、より実際のケアに効率よ
く好影響を与えるガイドラインになるよ
う、検討を継続することが課題である。

平成18年度4月から施設基準として義務
付けられた褥瘡対策体制の解釈通知の
一つに「褥瘡対策担当者の設置」が含ま
れていたが、訪問調査では65%、大規模
調査では70%が担当者を決めていた。解
釈通知には、「看護師であることが望ま
しい」となっており、通達どおりに看護師
が担当者になっている施設がおおかっ
た。担当者になっている看護職の経験年
数は最頻値が20年と、かなり古い知識
の基礎教育を受けている看護師が多く、
旧弊な知識や技術が使われ易く、新しい
知識が導入されにくい背景が推察でき
る。

高齢者施設における褥瘡予防ガイドライ
ンならびにそのケアガイドについて新聞
社から1件、出版社から2件、話題提供な
らびに出版の依頼があった。1出版社か
ら出版を予定している。
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予防版ＭＤＳ－ＨＣに
よる介護予防マネジメ
ントの一体的な実施に
関する研究

18 18 長寿科学総
合研究

山田　ゆかり 予防版MDS-HCを介護予防施策に用い
たことにより高齢者の予防行動が促進さ
れ、将来の要介護状態への移行を予防
する効果を期待できること

制度改正の過渡期にある現在、介護予
防に携わる者に対し体系的な介護予防

 の方法論を提示し、自信を与えたこと

特定高齢者事業および介護予防ケアマ
ネジメントに予防版MDS-HCを用いる具
体的な方法を記載した「介護予防のため
の予防版MDS-HCの出版」（医学書院）
を2007年5月出版予定

新潟県胎内市における予防ケアマネジメ
ントにおいて、予防版MDS-HCが普及し
たこと

鹿児島県主任介護支援専門員研修にお
いて、本研究で開発・検証した予防版
MDS-HCの予防ケアマネジメントへの活

 用方法を1日研修した

0 0 0 0 0 0 0 0 0

健やか親子２１の推進
のための情報システ
ム構築および各種情
報の利活用に関する
研究

16 18 子ども家庭
総合研究

山縣　然太朗 わが国ではじめて母子保健領域の個別
データ収集システムとその分析ツールを

 開発した。母子保健疫学調査としては大
規模な乳幼児期の調査を実施し、妊婦
の喫煙率、育児への父親の参加などの

 状況を明らかにした。

特記すべきことなし 病児保育のあり方に関するガイドライン
を作成した。

健やか親子21の中間評価のために、健
やか親子21の指標に関する大規模全国
調査を実施し、健やか親子21推進検討
会（平成17年度に６回開催）に資料を提

 供した。母子保健情報収集システムの
構築について情報収集ソフトと同時に解
析ソフトを作成した。これは、健やか親子
21の中間評価で指摘されたわが国母子
保健情報利活用システム整備の必要性
に対して、基盤ツールとなることが期待さ
れる。

健やか親子21の公式ホームページを運
用し45万件のアクセスがあり、行政の母
子保健関係者のみでなく、一般市民へ
の母子保健に関する情報を提供ツール

 として確立した。母子保健医療情報デー
タベースを作成、運営した。これは日本
最大規模の母子保健医療に関する疫学
研究の成果を集積したデータベースであ

 る。全国自治体における健やか親子21
に関する取り組みのデータベースを構
築・運営した。これはわが国ではじめて
の行政事業のデータベースである。

1 0 15 0 21 0 0 1 10
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若い女性の食生活は
このままで良いのか？
次世代の健康を考慮
に入れた栄養学・予防
医学的検討

16 18 子ども家庭
総合研究

吉池　信男 妊娠期の経時的な血液や尿等の分析か
ら、エネルギーの摂取不足に起因すると
思われる高ケトン体血症が、妊娠中期及
び末期に増加することが明らかとなっ
た。日本人集団を対象とした30年以上の
長期追跡調査から、出生時体重と成人
後の疾患発症との関連が示した。妊娠
中の体重増加量と出生体重やその他の
アウトカムとの関連について多施設デー
タのpooled analysesを行い、疫学的な観
点から堅固なエビデンスを得た。全国の
産科施設における栄養評価・管理の実
態を明らかにした。

｢妊産婦のための食生活指針｣｢妊娠期
における至適体重増加チャート｣｢妊婦の
ための食事バランスガイド｣(実際に普及
啓発し、より効果的な栄養教育・指導に
つなげるためのツールを開発しており、
今後、地域保健、病院等での実践的な
展開が期待される。

｢健やか親子２１｣推進検討会（平成18年
度）から発表された｢妊産婦のための食
生活指針｣｢妊娠期における至適体重増
加チャート｣｢妊婦のための食事バランス
ガイド｣(2006年2月)の基礎データの多く
を提供した。上述のガイドラインやツール
は、わが国ではこれまでまったくつくられ
たことのなかったものである。

本研究を基礎としてつくられたガイドライ
ン等は、妊婦や若い女性に対する食生
活及び栄養教育・指導上の拠り所となる
ものであり、その策定のエビデンスを提
供したことの社会的意義は大きく、母子
保健行政上重要な意味をもつ。

研究成果については、学術雑誌、学会
発表に加え、インターネットやメディアを
通じての情報発信も積極的に行った。本
研究班での成果を含めて、妊娠期の栄
養・食生活の重要性に対する認識が飛
躍的に高まり、関連学会の招待講演、栄
養士会等における研修・セミナーの講師
依頼を研究班メンバーが多数受け、新し
い知見・考え方の普及に貢献した。
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育児機能低下と乳児
虐待の評価パッケー
ジの作成と、それを利
用した助産師と保健師
による母親への介入
のための教育と普及

16 18 子ども家庭
総合研究

吉田　敬子 本研究によって産後うつ病スクリーニン
グが地域のうつ病の母親の早期発見と
支援に有用であることが検証された。ま
た、産後うつ病発症の時期も出産後1か
ら2週と早期であることも明らかとなり、
医療機関との連携の重要性が示され
た。また、各地域よりスクリーニングの実
施対象が異なることおよび、そのために
うつ病検出率も異なることが分かった。こ
のため、地域ごとの心理社会的要因を

 含めたメタ解析の必要性が示唆された。

産後うつ病スクリーニングと育児感情に
関する質問紙、育児支援チェックリスト、
の3つの質問紙を使用した支援は、全国
各地の保健所を中心に試みられ、実用
性や支援効果、利用者満足度の高さな
どが報告されている。

『産後の母親と家族のメンタルヘルス
自己記入式質問票を活用した育児支援
マニュアル』を出版し、地域での新生児
母子訪問による周産期の母親の精神面

 支援のガイドラインとした。新健康フロン
ティア戦略賢人会議の子どもを守り育て
る分科会にて、参考人として福岡市の取
り組みを発表した。

地域での周産期の母子支援に携わる保
健行政スタッフを対象に、本研究の一環
として2年継続してセミナーを行い、全国
からの参加者があった（1回1年につき約
200機関）。参加後取り組みを開始した機
関から、本研究で使用した母子訪問を利
用した育児支援マニュアルの実際の用
い方に関するスーパーヴァイズの依頼に
対し、地域でのセミナーなどで継続して
対応している。また、新健康フロンティア
戦略賢人会議の子どもを守り育てる分
科会にて、参考人として福岡市の取り組
みを発表した。

周産期スタッフと連携した妊産婦のメン
タルヘルスに関する治療の場である、九
大病院での「母子メンタルヘルスクリニッ
ク」と、産後うつ病に関する地域での本
研究に関する育児支援について、朝日
新聞などの新聞で連載、あるいはインタ

 ビュー記事として取り上げられた。地域
での周産期の母子支援に携わる保健行
政スタッフを対象に、本研究の一環とし
て2年継続してセミナーを行い、全国から
の参加者があった（1回1年につき約200
機関）。この内容については、母子衛生
研究会HPにて情報を公開している。
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健やか親子２１の推進
のための乳幼児健診
等の機会を活用した
家族の望ましい健康
生活習慣形成に関す
る研究

16 18 子ども家庭
総合研究

水嶋　春朔 母子保健事業である母子健康手帳交
付、乳幼児健診（３ヶ月児健診、１歳６ヶ
月児健診、３歳児健診）の機会を活用し
た子どもの両親などの家族の健康習慣
を把握し、よい健康習慣の形成に寄与
する手法を開発し、９割以上の高い参加
率がある母子保健事業を活用したポピュ
レーション・ストラテジーとしての有効性
を評価することを目的として実施した。

－ － 妊娠あるいは育児中の両親の特徴的生
活習慣を把握するための食行動、栄養
摂取、ストレス、睡眠、疲労などに関する
妥当性の立証されている質問項目を中
心とした質問票（各時期用４頁）を作成
し、予備調査を実施し、質問票の妥当性
評価を行った。児の食行動・食形態の発
達が、親自身の食生活を振り返り、変容
することにつながっていると考えられ、子
育て世代の食生活改善のためには、母
子保健事業の機会をとらえて親に働き
かけることの必要性と有効性が、改めて
示唆された。

育児中の親の食行動、栄養摂取、ストレ
ス、睡眠、疲労などについてベースライ
ン調査を１０自治体の協力を得て実施
し、各乳幼児健診時に使用する健康教
育の視聴覚教材の（DVD・ビデオ）を作
成し公開した。
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生殖補助医療の安全
管理および心理的支
援を含む統合的運用
システムに関する研究

16 18 子ども家庭
総合研究

吉村　泰典 生殖補助技術（以下ART）由来出生児は
我が国全出生の1％以上を占め、次世
代への影響も含め本技術の品質管理・
安全管理体制構築は極めて重要であ
る。本研究ではわが国全体のARTを一
定水準以上に品質管理するために、実
効的ガイドライン作成とともに、その問題
点を抽出した。また、不妊形質がARTで
遺伝することによる社会遺伝学的リスク
をKallmannn症候群を例に実証するとと
もに、体外受精・体外培養によって惹起
される可能性があるimprinting機構異常
によるIUGR発生についての研究を行っ
た。

ARTに使用される精子・卵子培養のため
の培養液をはじめとする消耗品はその
ほとんどを海外からの輸入に頼ってい
る。本研究ではこれらARTに使用される
消耗品の品質管理に関して検討し、製
造国で供給される品質の変化を含む情
報をわが国の使用者に遅滞なく伝達す
る機構が必要であることを明らかにし
た。

厚生科学審議会生殖補助医療部会報
告（平成15年）にも示されるように、今後
我が国においても配偶子提供を用いた
ARTが行われる可能性は高いが、その
際形成される関係者に対する心理的な
サポート体制は全く整っていない。本研
究では不妊夫婦、うまれてくる子供、そし
て提供者に対する精神的支援の枠組み
構築を行うとともに、海外で使用されて
いるパンフレットを参考にこのような親が
子どもに配偶子提供の事実を告知する
才のガイドブックを試作した。

海外でもARTの枠組みは国により様々
であるが、最近配偶子提供の匿名性に
ついて枠組みを大きく変更した英国の状
況を調査し、有益な情報を得た。また、
現在わが国で行われている特定不妊治
療助成制度に対する利用者および医師
の意見をアンケート調査し、所得制限
枠、支給額、支給期間等について継続
的な議論が必要なことを明らかにした。

わが国のART施設の設備基準やその問
題点については、新聞等にて報道され
た。また各分担研究者は各々、生殖医
学・カウンセリングあるいは医療全般の
学会において招請講演演者として発表
を行っている。

4 1 6 0 5 1 0 0 0

小児慢性特定疾患治
療研究事業の登録・管
理・評価・情報提供に
関する研究

16 18 子ども家庭
総合研究

加藤　忠明 平成10～17年度小児慢性特定疾患治
療研究事業の合計延べ839,478人分の
資料を利活用し、個人情報保護に十分
配慮しながら全国の疫学調査、縦断的
解析を行い、結果をホームページ等に公
表した。解析結果を基に、当該事業の法
制化に必要な大臣告示、局長通知、課
長通知等に関する資料を、また改正早
見表案、改正医療意見書案、そして意見
書の内容を電子データとして入出力する
ソフトを作成した。それらの早見表、医療
意見書、及びソフトは、厚生労働省等を
通じて全国に配布された。さらに法制化
後の当該事業のＱ＆Ａ案を作成した。

小児慢性疾患に関する各種の解析とと
もに、20歳以降医療費助成を受けられな
くなるキャリーオーバー患者の実態調
査、各種の医療費助成制度において対
象外になりやすい皮膚疾患の検討、教
育との連携、療養支援のあり方等を調査
研究した。そして、学校向け、また医師
向けの小児慢性疾患マニュアルを作成
した。今後は、悪性新生物は病理診断
名と部位診断名、慢性腎疾患は病理診
断名、また細分類化された疾患や新規
対象疾患に関する解析、及び、個々の
小児慢性疾患に関する発症から転帰ま
での経過の解析が期待される。

平成16年11/18：国会の参議院厚生労
働委員会で報告した。17年2/21、6/20と
18年5/12：母子保健課福祉係からの事
務連絡「小児慢性特定疾患治療研究事
業Ｑ＆Ａの送付について」の資料を作成
した。18年1/13と18年9/22：実施主体の
担当者を対象にした当該事業の講習会
を、厚生労働省雇用均等・児童家庭局
母子保健課福祉係長と共に開催した。
18年3/14日～10/30：計9回開催された
文部科学省中央教育審議会特別支援
教育専門部会にて、特別支援教育の必
要な小児慢性疾患患児に関して報告し
た。

平成16年11/26：第159回国会に資料を
提出し、小児慢性特定疾患治療研究事
業を法律上位置付け、安定的な制度と
すること等を内容とする「児童福祉法の
一部を改正する法律案」が成立した。17
年2/10：厚生労働大臣告示の資料を作
成した。17年2/21：厚生労働省雇用均
等・児童家庭局長通知「新たな小児慢性
特定疾患対策の確立について」、母子保
健課長通知「小児慢性特定疾患治療研
究事業の適正化について」の資料を作
成した。17年4/1：当該事業は法律に基
づく安定的制度となった。

各疾患が治療されている医療機関の情
報を、セキュリティ保持等の条件を付け
て患児家族へ情報提供した。小児慢性
疾患の講演は14件、またホームページ
は、当該事業の法制化に関連した内容
が37個
「http://www.nch.go.jp/policy/syorui/sy
orui0.htm」、当該事業の登録人数やその
詳細に関した内容（全国で10人以上登
録された小児慢性疾患に関する各種統
計情報を含む）が596個である
「http://www.nch.go.jp/policy/shoumann.
htm」等。

6 4 236 153 41 19 0 63 14
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新生児聴覚スクリーニ
ングの効率的実施お
よび早期支援とその評
価に関する研究

16 18 子ども家庭
総合研究

三科　潤 自動聴性脳幹反応又は耳音響放射を用
いて、出生病院入院中に実施する新生
児聴覚スクリ－ニングにより、効果的に
新生児期の聴覚障害を発見出来ること
を示した。この結果、本邦における早期
療育が必要な両側難聴の頻度は正常児
からも2,000出生に1例あり、スクリーニン
グ実施に値する頻度であることを明らか
にした。また、スクリーニングで発見し、
早期診断後の適切な早期療育により、
殆どの高度難聴例においても、就学前
の言語力は健聴児と変わらないレベル
に達し得ることを示し、早期発見・早期療
育による効果を明らかにした。

正常児を対象にスクリーニングを実施す
る場合に、第1段階では簡便で検査機器
および消耗品が安価な耳音響放射で検
査し、refer例には自動聴性脳幹反応で
検査する、2段階スクリ－ニングが、効率
的かつ経済的に新生児聴覚スクリーニ
ングを実施出来ることを示した。また、新
しい支援の形態として、家族中心の支援
として家庭訪問支援を実施し、家庭にお
ける音環境把握および保護者への支援
に効果的であった。

平成18年度に新生児聴覚スクリ－ニン
グマニュアル（改訂版）を作成した。

新生児聴覚検査事業がモデル事業とし
て、平成13年度から平成18年度まで、18

 都道府県において実施された。また、長
野県は県独自の長野県新生児聴覚検

 査事業を平成14年から実施している。

NHK首都圏ニュースで新生児聴覚スクリ
－ニングについての取材を受け、放映さ
れた。日本医師会テレビ健康講座、日本
短波放送医学講座で新生児聴覚スクリ

 －ニングについての講演を行った。平成
16年及び18年に新生児聴覚スクリ－ニ
ングおよび難聴児療育に関する公開シ
ンポジウムを開催し、平成18年には米国
の研究者による公開講演会を開催した。
保護者向け、啓蒙リーフレットを作成し、
日本産婦人科医会を通じて産科医療機
関に配布した。また、改訂版の新生児聴
覚スクリ－ニングマニュアルを作成した。

20 6 59 1 26 5 0 2 6

わが国の２１世紀にお
ける新生児マススク
リーニングのあり方に
関する研究

16 18 子ども家庭
総合研究

山口　清次 　小児期には、急性脳症、ライ症候群、
インフルエンザ脳症、乳児突然死症候群
など、それまで元気であった小児が突然
健康被害を受ける疾患がある。欧米で
はこのような疾患の克服には非常に関
心が高い。タンデムマスで発見される疾
患には類似した発症形態をとるものが多
い。タンデムマスによるスクリーニングが
導入されれば、障害予防に役立つのみ
ならず、上記のような原因不明の疾患の
原因や病態が明らかになる可能性があ
る。

　有機酸・脂肪酸代謝異常症は、乳幼児
期にしばしば急性の経過で発症経過す
ることが多い。本スクリーニング導入に
よって一般診療の場に認知され、早期に
診断し、適切な治療方針を決定できるよ
うになる。その結果、鑑別診断のための
余分な検査が不要になり、入院期間短
縮にもつながり、小児の障害予防にも貢
献する。

　班研究の一環として「新しい新生児マ
ススクリーニング対象疾患の概要　診療
の手引き（案）」（福井大学　重松陽介編
集）を作成した（平成16年度）。また平成
18年度に、社会福祉法人恩賜財団母子
愛育会「特殊ミルク安全開発委員会」の
発刊した「タンデムマス導入にともなう新
しいスクリーニング対象疾患の治療指
針」の企画編集に協力した。

　予防接種、抗生物質の普及によって感
染症を克服した先進諸国では、小児の
急性脳症、突然死等の克服に社会的関
心が高くなっている。タンデムマスによっ
て発見できる疾患は、急性の経過をとる
ことが多いが、早期診断によって発症予
防または症状軽減をはかることのできる
疾患が多い。本研究によって、検査施設
の集約化をはかれば検査費用は現在と
ほぼ同程度で、費用対効果はよいことが
わかった。小児の障害の予防、死亡の
回避によって医療費低減、結果として少
子化対策に貢献する。

　共同通信社「新生児代謝異常に新検
査法」（平成16年６月）。Medical Tribune
「タンデムマス質量分析による新生児ス
クリーニングの普及を」（平成17年４月）。
Medical Tribune「タンデムマスによる新
生児スクリーニング－脂肪酸・有機酸代
謝異常症の早期発見例が増加」（平成
17年12月）。共同通信社「島根など40万
件超新生児を調査　代謝異常症新検査
法」（平成19年１月）。毎日新聞「タンデム
マス法：新生児の血液で障害を早期発
見」（平成19年１月）。

50 104 66 5 78 65 0 0 1

登録症例に基づく神経
芽細胞腫マススクリー
ニングの効果判定と医
療体制の確立

16 18 子ども家庭
総合研究

檜山　英三 生後6ヶ月児を対象とした神経芽腫検査
事業(マススクリーニング・以下マス）の
効果判定として、登録例を人口動態調査
死亡票と小児慢性特定疾患データベー
スと照合して人口ベースで解析し、本症
の罹患と死亡を把握した。HPLCによる
定量法のマス受診群は6ヶ月以降の累
積罹患率が30.8、累積死亡率が2.7で、
非受診群（11.9、5.12）に比べ死亡率が
有意に低下し(P<0.01)、欧米の短期間で
の報告と相違し、国際誌、国際学会に投
稿中である。また、腫瘍のゲノム解析か
ら予後良好腫瘍は染色体毎に増減する
型であった。

本邦の6ヶ月マスで、死亡率の減少が明
らかになり、早期発見と共に問題となる
過剰診断を最小限にするために、罹患
頻度、死亡例の分布、無治療経過観察
例データなどからマスの実施時期変更を
検討し、生後18ヶ月が適切との結果を得
た。生後18ヶ月児を対象としたスクリー
ニングの有効性を実証する臨床研究の
プロトコールを提示した。また、プロテ
オーム解析を用いて予後不良例に特化
した腫瘍マーカー候補を見出し、現在、
新たな検査方法として評価中で、この方
法が確立すれば有効性の高い新たなマ
ス構築が期待される。

登録例約4000例余の予後解析から、33
項目について解析し、有意な項目として
診断時年齢、病期、MYCN遺伝子増幅、
病理分類、骨髄転移を抽出し、リスク分
類案を提示した。このリスク分類にてリス
ク判定された症例の治療プロトコール作
成に有用な情報源となった。また、マス
非受診の症例の検討から、6ヶ月以降で
は20年間有意な治療成績向上が得られ
ていないことも示され、今後のスクリーニ
ングの有用性も示された。

平成15年度の休止時に検討会から①本
症の罹患と死亡の正確な把握、②マス
の実施時期変更等、新たな検査方法の
検討・評価、③本症による死亡の減少を
目指した臨床診断と治療成績向上のた
めの研究の推進と実施体制の確立を解
決することが示されたが、これらについ
て①では6ヶ月マス下での罹患と死亡、
②は生後18ヶ月での施行を提示し、③に
対してはリスク分類と研究のための腫瘍
バンクを立ち上げた。これらの行政として
今後の神経芽腫への行政対策に有用な
知見となった。これに基づく、行政指導
が期待される。

平成18年度の日本小児がん学会、国際
スクリーニング学会で発表しその成果を
公表した。また、日本小児がん学会総会
では、神経芽腫マススクリーニングの
ワークショップを開催し、その成果を公表
した。また、マス施行中に各施設で同意
の基に得られた予後良好から予後不良
な腫瘍検体をバーチャルな形でバンキン
グし、多くの研究者に有用に使用できる
環境を整備した。このバンクは世界的に

 も極めて貴重なバンクといえる。

17 62 13 8 29 79 7 0 0

先天異常モニタリン
グ・サーベイランスに
関する研究

16 18 子ども家庭
総合研究

平原　史樹 外的先天異常発生要因の解析を奇形発
生学，先天異常モニタリング学的手法を
用いて解析検討し，奇形発生毒性学の
進歩に寄与した．なかでも，これらの因
子を常時継時的に定点監視し,何らかの
変動を早期に感知して、その変動を分析
するシステム（先天異常モニタリング・
サーベイランスシステム）は母児の健康
維持，健康政策上きわめて重要である．

さまざまな外的要因と先天異常の関連
性を検討した．すでに厚生省より通知さ
れた葉酸による神経管閉鎖障害の発生
リスク低減への臨床情報提供に基づく一
般女性への浸透状況，神経管閉鎖障害
発生動向等の検討をあわせおこなうと同
時にその栄養学的視点から若年女性の
葉酸摂取状況，食品中の葉酸含有レベ
ルの検討を行い，その実態を明らかにし
た。また，近年増加している生殖補助医
療における先天異常の発生状況を報告
した．

若年女性の葉酸摂取状況，食品中の葉
酸含有レベルの検討を行い，適正な摂
取量の検討を行い，すでに厚生省からア
ナウンスされたサプリメント等で400μ㌘
摂取することの妥当性が証明された．

われわれを取り巻く環境因子にはさまざ
まな形で生命に影響を及ぼしている．こ
れらの中に存在する薬剤、環境因子を
はじめとした様々な外的先天異常発生
要因を常時継時的に定点監視し,何らか
の変動を早期に感知して、その変動を分
析するシステム（先天異常モニタリング・
サーベイランスシステム）の検討，またそ
の学術的進歩は母児の健康維持，健康
政策上きわめて大きな効果をもたらすこ
ととなる．

風疹流行に伴う先天風疹症候群の増加
の状況，いわゆる環境ホルモンの問題
に起因する先天異常の関係の影響．妊
婦の葉酸摂取の状況と神経管閉鎖障害
との関連．生殖補助医療と先天異常の
発生との関連　等，新聞，テレビ，雑誌
等のマスメデイアに取り上げられた．

5 5 10 0 30 6 0 2 1

引きこもりに繋がる小
児慢性疲労、不登校
の治療・予防に関する
臨床的研究

16 18 子ども家庭
総合研究

三池　輝久 これまで、小児慢性疲労症候群としての
不登校状態は「心の問題」として取り扱
われてきた経緯がある。本人も家族も混
乱させられて相談窓口さへ見つけられな
いため苦しい毎日を過ごしている。この
研究班では本症が自律神経機能障害、
ホルモン分泌障害、体温調節機能障
害、など生命維持装置としての辺縁系、
更には二次的に高次脳機能の低下を示
す新しいタイプの現代病であることを明
らかにしてきた。心の問題が脳機能を中
心とした医学生理学的標的であることを
科学的に示した。

心の問題としての不登校理解では子ど
も達を救うことができない。私たちは、臨
床の場で本症の心身の評価を行う方法
を明示し、対処法を明らかにした。臨床
の場で小児科、内科、精神科医が子ども
達にどのように対処していくべきかを示
した。さらに、本症の予防が最も大事な
ことでありしかもそれが可能であることを
示した点は極めて大きな成果と言うこと
が言える。

本症の診断基準、ガイドラインは既にこ
の前の研究班（平成１３?１５年）で制定し
報告した。

本症は一旦発症すると様々な二次要因
により多様化し改善の手が差し伸べにく
い状態となる。本症が慢性的な睡眠欠
乏に端を発し自律神経症状に始まり混
乱に至る中枢性疲労症候群であること
が明らかになった。現時点で学校現場の
教師達は為す術なく子ども達が不登校
に至る状況を見ているだけであるが、学
校現場での適切な指導により予防出来
る事を示した。教育の観点からその成果
は評価されるべきである。文部科学省
「早寝早起き朝ご飯」運動に反映され
た。

テレビ、新聞に於いて何度か取り上げら
れ熊本大学に於いても全国各地から受
診が見られるようになっている。

4 0 30 15 20 7 0 10 10
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小児難治性腎尿路疾
患の早期発見、診断、
治療・管理に関する研
究

16 18 子ども家庭
総合研究

五十嵐　隆 九州・沖縄地区のすべての腎臓病学校
検診担当者が利用できる統一マニュア
ルを作成し、利用に写したことは画期的
成果である。今後の全国統一マニュアル
作成の端緒となり、腎臓病検診の全国
的な標準化を目指すことが出来る。茫乎
尿管逆流を有する患児には抗生物質の
予防投与は不要であることが明らかに
なった点も貴重な成果である。Web上で
の先天性腎疾患診療マニュアルの作成
は一般診療への貢献が大きい。小児の
慢性腎不全治療の標準化を果たすこと
が出来たことは学術的にも重要である。

腎臓病学校検診担当者への統一マニュ
アルは専門家でなくとも腎臓病学校検診
に適切に対応できる状況を作り、わが国
の腎臓病学校検診の標準化を期待でき
る。膀胱尿管逆流を有する患児への抗
生物質の予防投与を止めることは、患児
への負担を減少させ、医療費削減に寄
与する。多数の先天性腎疾患を有する
患児の遺伝子異常を明らかにしたことに
より、最終診断に大きな貢献をした。小
児の慢性腎不全治療の標準化により慢
性腎不全患児のQOLの向上に寄与し
た。

１） 九州・沖縄地区の腎臓病学校検診
 統一マニュアルの作成２） 血尿ガイドラ

イン（日本腎臓学会、小児腎臓病学会、
 本研究班との共同）の作成３） 先天性腎

 疾患診療マニュアルのWeb上での公開
４） 小児PD（腹膜透析）患者の至適透析

 ガイドラインの作成

わが国の腎臓病学校検診すべてを同じ
方式にて行うことは、検診の質を保ち、
検診の向上を図る上で不可欠である。さ
らに、同一の検診方式によるデータは行
政にとっても信頼性の高いデータとな
る。

２００６年２月に厚生労働科学研究（小児
疾患臨床研究）が主催した「小児腎臓病
治療の進歩」研究成果発表会において、
開催に協力した。
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軽度発達障害児の発
見と対応システムおよ
びそのマニュアル開発
に関する研究

16 18 子ども家庭
総合研究

小枝　達也 (1)疫学的頻度の提出；発生頻度は10%
 弱である。(2)5歳児健診の感度と特異度

の算出；感度は66.7%、特異度は85.2％
 である。(3)質問票の限界の提示；質問票

のみでは軽度発達障害の障害種を特定
  することは困難であることを示した。

(1)診察の構造化とインストラクション
DVDの作成；自己研修により一般の小児
科医が5歳児健診を担当できるように

 なった。(2)気づきと支援のマニュアルの
作成；自治体の保健行政に向けた指針

 と手順などを示した。(3)費用対効果の試
算；５歳児健診による便益費用比は28.7
であり、1QALY獲得に必要な費用は38.5
万円と非常に安価であることが判明し

 た。

５歳児健診等を実施する計画のある自
治体にとって具体的な指針を示すものと

 して作成した。以下にコンテンツの概略
 を示す。－軽度発達障害に対する気づ

  きと支援のマニュアル－第一章軽度発
  達障害をめぐる諸問題第二章実証的研

  究成果第三章健康診査・発達相談等の
    実際第四章健康診査ツール第五章事後

   相談体制第六章症例集

 5件の行政施策等への貢献があった。(1)
文部科学省特別支援教育課への研究

 協力(2)国立特殊教育研究所プロジェクト
研究「発達障害のある子どもの早期から
の総合的支援システムに関する研究」へ

 資料提供。(3)文部科学省中央教育審議
 会幼稚園専門部会への協力。(4)文部科

学省「情動の科学的解明と教育への応
用等に関する調査研究会議」への協力
 (5)科学技術振興機構　社会技術研究開
発ｾﾝﾀｰ　ミッション研究「日本における
子供の認知・行動発達に影響を与える

 要因の解明」への資料提供。

(1)シンポジウムの企画と担当；第53回日
本小児保健学会総会（平成18年10月26
日-28日、山梨県甲府市）においてシン

 ポジウムを企画、担当した。(2)講演活
動；鳥取県、島根県、三重県、岐阜県、
栃木県、福岡県、山口県、京都府、香川
県、山梨県、東京都等における小児保
健関係の研修会や特別支援教育研修
会等において5歳児健診のシステムに関
するおける講演活動を行った。
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保育所、学校等関係
機関における虐待対
応のあり方に関する調
査研究

16 18 子ども家庭
総合研究

才村　純 保育所や幼稚園、小学校、中学校、放
課後児童健全育成事業を実施する児童
館における児童虐待の対応実態、関係
教職員の意識について、全国規模かつ
施設横断別の総合的なデータを得ること
ができた。これはわが国では初めてのこ
とである。

今回の調査研究結果を踏まえ、対応実
態、組織構造、関係教職員の意識構造
等、各施設や関係教職員の特性を踏ま
えたガイドラインを作成したが、このこと
により、関係教職員の意識啓発に資する
ことができ、もって各機関における虐待
問題への適切な対応が可能となると考
えられる。

今回の調査研究結果を踏まえ、対応実
態、組織構造、関係教職員の意識構造
等、各施設や関係教職員の特性を踏ま
たガイドラインを作成した。ガイドライン
は「小学校・中学校教職員及び放課後児
童クラブ支援者向け」及び「保育所・幼稚
園保育者向け」の2種類である。

関係機関における児童虐待の対応実
態、関係教職員の意識について、全国
規模かつ施設横断別の総合的なデータ
を得ることができたが、これらの成果は、
厚生労働行政、文部科学行政等におけ
る政策検討を行う上での基礎的資料とし
て活用し得るものである。

平成17年度の研究結果については、「幼
稚園や学校の教職員の1/3が通告義務
のあることを知らない」等の内容で各紙
で取り上げられた。平成18年度の研究
結果についても、各施設向けの虐待対
応ガイドラインが作成された旨、NHKが
ニュースで取り上げた。
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家庭内暴力被害者の
自立とその支援に関
する研究

16 18 子ども家庭
総合研究

石井　朝子 DV被害母子の精神健康状態を時系列
的に把握した上で、自立のための早期
介入の方法論やケア技法の確立が必須
であるとの見地から認知行動療法的ア
プローチを試みた。その結果抑うつやト
ラウマ症状が軽減した事を報告した。本
成果は、学会や支援センターから反響を
呼びDV被害者の支援マニュアル作成に
つながった。また、社会福祉の観点から
民間のDV支援施設と支援者について調
査した結果、支援施設としての設備充実
のための基準を公的保障のもと設定す
る事や支援者への研修体制や雇用条件
等が急務の課題であると示唆した。

DV被害母子の暴力及び精神健康の実
態について時系列別での被害母子の状
態を明らかにした。これらの結果により、
DV被害母子への介入法は多様であるこ
とを示唆し、各支援施設における支援の
あり方について言及した。また総合的か
つ実効性あるDV被害母子へのケアや自
立とその援助に関する研究として、DV被
害母子への早期介入技法の開発への
着目、DV被害母子向け認知行動療法の
開発に取り組んだ。

民間シェルターの職員を対象に構造化
面接を実施し、収集されたデータを下に
質的分析を実施した。その結果をDV被
害者の支援者のためのマニュアルとして
まとめた。本マニュアルやこれまでの研
究で得られた知見をもとに次年度のDV
支援者のためのガイドライン作成につな
がった。

本研究は、精神医学、心理学、社会福
祉学、法学などの多様な観点からDV被
害母子の自立とその支援に関する包括
的な研究を実施した。その結果、認知行
動療法的アプローチの有効性などを指
摘し、DV被害母子への具体的でかつ適
切な総合的支援策が提示された。本研
究の成果は、学会や支援センターから反
響を呼び、DV被害者への援助マニュア
ル作成及びガイドライン作成につなが
り、DV被害者の自立支援の一助となっ
た。

２００５年６月「DV被害女性PTSD７割超
す」読売新聞朝刊、「Most domestic
violence victims suffer PTSD」Chicago
Tribune　Perspective、において本研究
成果がマスコミに取り上げられた。また、
日本ストレス学会・日本産業精神保健学
会国際合同セミナーにて「心的外傷体験
としてのドメスティックバイオレンスが被
害母子に与える精神的影響と自立支援
のための介入技法」をテーマに公開シン

 ポジウムを開催した。
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中学生と乳幼児の交
流が相互の発達に与
える効果に関する研究
－保育者による次世
代育成をめざした子育
て支援プログラムの立
案と実施－

16 18 子ども家庭
総合研究

七木田　敦 本研究は中学生から「保育体験」を体系
的に体験できるプログラムを作成するこ
とを目的とした。特に親となる生徒に期
待する育児意識や知識を提供するという
保育者主導型のプログラムを立案し実
施した。本研究では、事前指導に、幼児
の日常や発達の様子などをビデオ教材
などを用いて新たな学習カリキュラムとし
て立案し、たんに子どもと触れ合うのみ
で終わっていた保育体験の意義と必要
性を根本的に検討し直すものであった。

これまで保育体験は保育現場との綿密
な連絡や保育者による事前指導がない
まま、漠然と進められているのが現状で
あった。また体験の評価がないままに、
定式的な生徒と乳幼児との交流の場に
終わってしまう場合も多かった。本研究
により受け入れの保育現場にとっても、
乳幼児への影響を考慮し、乳幼児の発
達に益するような受け入れ態勢を準備す
る必要があることが示唆された。

これまでたんに「ふれ合い体験」として実
施されてきた思春期児童の保育体験を
学習カリキュラムの一環として捉え、
ニュージーランドやオーストラリアの実践
も参考に学際的な視野に立ってプログラ
ム化した。その際、中学校教科家庭科の
なかで取り組まれている保育体験の実
施に、保育士や子育て支援担当者も計
画立案や授業にも加わることを提案し
た。このような体系的なプログラムを通し
て、保育体験を中学校の学習カリキュラ
ムとして位置づけ、学習目的に対する評
価という観点を提示した。

東広島市次世代育成対策協議会（平成
17年3月）において保育体験の学習カリ
キュラムのモデルケースとして報告した。
広島県子育てにやさしい夢プラン推進会
議において「父親・母親となるための具
体的な子育て支援の体験の場であり、
次世代育成という観点から有効な体系
的プログラム」であることを発言した（平
成17年8月）。また文部科学省家庭教育
支援室より中高生が乳幼児とふれあい
交流する体験機会の提供を含む、家庭
教育支援総合推進事業に関わって問い
合わせがあった（平成18年6月）。

平成16年5月ＮＨＫ広島「お好みワイド」
で「子育て支援」のなかで取り上げられ
る。
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